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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） 14,439,72815,510,68917,427,43618,692,37316,040,144

経常利益金額 （千円） 878,7161,804,4872,654,3123,015,7071,016,334

当期純利益金額 （千円） 717,3542,352,3042,902,4511,742,035641,095

純資産額 （千円） 2,632,4184,986,0147,850,2669,593,4329,406,050

総資産額 （千円） 4,887,8937,186,87010,181,86212,641,57611,441,316

１株当たり純資産額 （円） 137.01 259.50 408.58 499.31 326.42

１株当たり当期純利益金
額

（円） 37.76 122.43 151.06 90.67 22.25

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 53.9 69.4 77.1 75.9 82.2

自己資本利益率 （％） 45.7 61.8 45.2 20.0 6.7

株価収益率 （倍） 19.7 15.4 11.1 6.7 18.7

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 2,537,4051,186,8162,986,6451,466,328△82,676

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 167,083△209,897△362,542△113,424△157,819

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △3,053,341△603,091 △134 △42 △815,082

現金及び現金同等物の期
末残高

（千円） 933,1921,312,1923,849,0765,242,9864,167,502

従業員数 （名） 463 477 487 496 496

（外、平均臨時雇用者数） 　 （181） （196） （211） （210） （173）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第35期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９　

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

５　提出会社の平成22年３月期については、平成21年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） 13,749,26414,176,46116,214,79316,941,38114,408,594

経常利益金額 （千円） 867,8741,700,3892,981,9962,623,026815,858

当期純利益金額 （千円） 704,3042,255,8553,287,8891,373,318537,183

資本金 （千円） 5,064,2765,064,2765,064,2765,064,2765,064,276

発行済株式総数 （千株） 19,214 19,214 19,214 19,214 28,821

純資産額 （千円） 2,901,3575,157,2128,444,2219,818,2459,536,213

総資産額 （千円） 5,126,6697,273,32410,688,92412,758,95311,482,043

１株当たり純資産額 （円） 151.00 268.41 439.49 511.01 330.94

１株当たり配当額 （円） － － － 27.50 10.00

（内１株当たり中間配当額） （円） （－） （－） （－） （－） （10.00）

１株当たり当期純利益金額 （円） 37.07 117.41 171.12 71.48 18.64

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 56.6 70.9 79.0 77.0 83.1

自己資本利益率 （％） 38.6 56.0 48.3 15.0 5.6

株価収益率 （倍） 20.1 16.1 9.8 8.5 22.3

配当性向 （％） － － － 38.5 53.6

従業員数 （名） 442 441 460 470 473

（外、平均臨時雇用者数） 　 （－） （182） （202） （208） （171）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第35期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

５　提出会社の平成22年３月期については、平成21年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

昭和48年５月 通信機器の販売及び美術写真の販売を目的として、札幌市豊平区に有限会社ハドソンを設立。

昭和48年９月 アマチュア無線機器の販売店「CQハドソン」を開店。

昭和50年９月 パソコン機器の販売を開始。

昭和53年３月 パソコン用パッケージゲームソフトの開発・販売を開始。

昭和57年３月 東京事業所を東京都千代田区に開設。

昭和59年10月株式会社メディアを買収、株式会社ハドソン販売に商号変更。

昭和59年11月有限会社ハドソンから株式会社ハドソンに組織変更。

昭和60年６月 東京事業所を東京都新宿区に移転。

昭和61年３月 株式会社ハドソン（法律上の消滅会社、実質上の存続会社）、株式会社ハドソン（法律上の存続会

社、本店札幌市北区、休眠会社を買収し商号変更したもの）及び株式会社ハドソン販売の三社合

併。

昭和63年７月 コンピュータソフトの商標権・版権管理を目的として、ハニービー音楽出版株式会社（連結子会

社）を設立。

昭和63年12月R＆D業務（市場開発や技術・商品のサポート、新規事業開発）とMD業務（ライセンス管理等）を

目的として、未来計画株式会社（子会社）を設立。

平成３年４月 コンピュータプログラマー、デザイナーの養成を目的として、ハドソンコンピュータデザイナーズ

スクール株式会社（子会社）を設立。

平成４年９月 札幌市南区芸術の森に中央研究所を開設。

平成９年２月 ハドソンコンピュータデザイナーズスクール株式会社を株式会社フューチャービーに商号変更、

会社の目的を未来の玩具の企画、デザイン及び販売、トレーディングショップの管理運営に変更。

平成10年３月 株式会社フューチャービーを株式会社未来蜂歌留多商会（連結子会社）に商号変更。

平成10年５月 任天堂ゲーム機の開発環境整備等を目的として、任天堂株式会社と合弁で招布株式会社（関連会

社）を設立。

平成11年５月 東京事業所を東京都中央区に移転。

平成12年２月 保有していた未来計画株式会社の全株式を三菱商事株式会社に売却。

平成12年３月 招布株式会社の第三者割当増資を引受け、同社を当社の子会社（増資後資本金150百万円　出資比

率　当社60％　任天堂株式会社40％）に変更。

平成12年12月大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）に株式を上場。

平成13年８月 コナミ株式会社が当社の第三者割当増資（5,606千株）を引受け、筆頭株主となる。

平成13年12月株式会社コナミコンピュータエンタテインメントスタジオより、同社の札幌事業所を分割型吸収

分割により継承。

平成14年７月 中央研究所をコア・テクノロジーセンターに、東京事業所を東京支社に改称。

平成14年９月 初期の目的を達成・終了したため、招布株式会社を清算。

平成15年11月米国での事業拡大を目的に、Hudson Entertainment,Inc.（連結子会社）を設立。

平成17年４月 コナミ株式会社が当社の第三者割当増資（3,000千株）を引受け、親会社となる。

平成17年５月 ハニービー音楽出版株式会社（連結子会社）を当社に吸収合併。

平成17年７月 札幌市豊平区から東京都中央区に本社を移転。

平成18年３月 株式会社未来蜂歌留多商会（連結子会社）を清算。

平成19年６月 東京都中央区から東京都港区に本社を移転。

平成21年５月 本社を東京都港区内に移転。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、株式会社ハドソン（以下「当社」という）、子会社１社（連結子会社１社）により構成

されており、親会社であるコナミ株式会社、親会社の子会社３社との連携により、主に携帯電話及びネット

ワーク・ユーザーを対象とするゲーム等のコンテンツを制作・販売するネットワーク・コンテンツ関連事

業及び家庭用ゲーム機に供給する一般消費者向けゲーム等のコンテンツを制作・販売するコンシューマ・

コンテンツ関連事業及び上記事業に属さないその他事業を営んでおります。

なお、次の３部門は「セグメント情報　事業の種類別セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント

情報の区分と同一であります。

区分 主な事業内容 主な会社

ネットワーク・

コンテンツ関連事業

（1）携帯電話等のモバイル端末向けエンタテインメン

ト・コンテンツの制作・販売・受託等

（2）インターネット上でのオンラインゲーム等のエン

タテインメント・コンテンツの制作・販売・受託

等

（3）音楽映像コンテンツの制作・配信及び周辺機器の

制作・ 販売、自社音楽レーベル向け楽曲の制作・

提供等

当社

Hudson Entertainment,Inc.

 
 
 

コンシューマ・

コンテンツ関連事業

（1）自社ブランドによる家庭用ゲームソフト及び周辺

機器の制作・販売、玩具等の制作・販売・受託、版

権許諾等

（2）他社ブランドの家庭用ゲームソフトの制作受託等

（3）最新テクノロジーの研究・技術開発（R＆D）事業

・家庭用ゲーム機向け開発支援システム・ツール

等の開発・販売等

当社

Hudson Entertainment,Inc.

㈱コナミデジタルエンタテイ

ンメント

Konami 

Digital Entertainment,Inc.
Konami 
DigitalEntertainment,GmbH.

その他事業 上記事業に属さない製品・商品の開発・販売、版権許諾

等

当社
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事業の系統図は、以下のとおりであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

 6/94



４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容所有
割合
（％）

被所有
割合
（％）

（連結子会社）

Hudson Entertainment,

Inc（注2）

米国

カリフォルニア州

US＄

500

ネットワーク・

コンテンツ関連

事業

コンシューマ・

コンテンツ関連

事業

100.0－

米国におけるモバイルコ

ンテンツの配信、ゲーム

ソフトの制作・販売を委

託しております。

役員の兼任　1名

（親会社）

コナミ㈱（注3）
東京都港区

千円

47,398,773
－ － 54.0役員の兼任　1名

(注) １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．Hudson Entertainment,Inc.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。なお、主要な損益情報等は以下のとおりであります。

　 金額（千円）

売上高 2,190,905

経常利益 215,789

当期純利益 121,779

純資産 488,870

総資産 1,017,843

３．有価証券報告書を提出しております。

４．特定子会社に該当する会社はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

コンシューマ・コンテンツ関連事業 210 （105）　

ネットワーク・コンテンツ関連事業 196 （48）　

その他事業 － （－） 　

全社共通 90 （20）　

合計 496 （173）　

(注)１.従業員数は就業人員であります。

２.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

473 （171） 35.5 8.7 5,458

(注)１.従業員数は就業員数であります。

２.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3)　労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、中国を中心とする新興国の景気回復もあり前年度からの停滞感

からは脱しつつありますが、デフレ経済の長期化により企業収益が低下し、個人消費も伸び悩む状況の下、

先行きの経済は依然として不透明感があります。

　当社の属するエンタテインメント産業においては、据置型ゲーム機・携帯型ゲーム機の需要に飽和感が

出ており、今後ハード・ソフトの販売数の伸びの鈍化傾向が懸念されております。一方、インターネットメ

ディア市場では高機能携帯端末（スマートフォン）の人気が高まり、今後もスマートフォン向けコンテン

ツの提供機会は増大していくものと考えられます。またソーシャルネットワーキングサービス（以下

SNS）の活況にみられるように、ソーシャルゲームなどの新ネットサービスへの参入は、新たなユーザー層

の獲得およびコンテンツの多面的展開の機会ともなります。このような状況をビジネスチャンスと捉え、

ネットユーザーのニーズに応えながら魅力あるコンテンツを提供し続けていくことが、当産業に好影響を

与えていくものと期待されております。

　当社グループ（当社及び当社子会社）の当連結会計年度は、市場環境の悪化によるRSD事業（受託制作）

の不振、家庭用ゲーム機向けパッケージソフト販売の低調及び自社モバイルゲームサイトの課金者数の減

少により減収減益となりました。一部「着信★うた♪フル」等の音楽配信事業および原盤事業は好調に推

移したものもありましたが、全体としては売上及び利益とも前年同期を下回りました。

当連結会計年度の当社グループの業績は、売上高は160億40百万円（前年同期比14.2％減）、営業利益

は10億22百万円（同65.9％減）、経常利益は10億16百万円（同66.3％減）、当期純利益は６億41百万円

（同63.2％減）となりました。

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

（ネットワーク・コンテンツ関連事業）

　モバイルゲーム事業は、「桃太郎電鉄」シリーズにおいて、本年度新作５コンテンツを配信し、また総合

ゲームサイト「着☆あぷ♪ボンバーマン」では、コンテンツの充実に努めてまいりましたが、SNSサイトで

のソーシャルゲームの人気が拡大したことにより、前年同期と比べ減収となりました。一方で㈱ディー・

エヌ・エーや㈱シーエー・モバイルとの協業によるゲーム配信においては、本年度は「エレメンタルモン

スター２　雷狼の誇り」「デコデコおしゃれバトル」をはじめ、５コンテンツを公開し、順調に推移しまし

た。

　音楽映像事業は、「着信★うた♪フル」が、前年度に実施した配信システムの改修によりユーザーの利便

性が向上した結果、前年同期と比べダウンロード数が増加し好調に推移いたしました。また運営コストが

低 減 し た た め 利 益 向 上 に 貢 献 い た し ま し た 。 原 盤 事 業 に つ い て は 、 自 社 レ ー ベ ル

「HUDSON MUSIC ENTERTAINMENT」から、LGYankeesの3rdアルバム「MADE IN LGYankees」や人気上昇中の

女性アーティスト“Noa”のフルアルバム「LUCY LOVE-SEASON Ⅱ-」含め12タイトルをリリースし、順調

に推移いたしました。また、家庭用カラオケソフト「カラオケJOYSOUND Wii DX」についても、昨年11月の

発売以降も継続して販売本数を伸ばしております。

　新規事業は、スマートフォン向けコンテンツ配信を展開しております。「iPhone」「iPod touch」向けコ

ンテンツ配信については、当連結会計年度末時点で「App Store」でのコンテンツ数は30となりました。そ

のうち本年２月に無料提供した「Catch The Egg」は、北米をはじめ世界18カ国の「App Store」ランキン

グで１位を獲得しました。数十万タイトルを有する「App Store」上で当社コンテンツのゲーム性やクオ

リティ面がユーザーから高い評価を受けたことは、当社グループの知名度向上に繋がりました。また

「Googleケータイ」や「Windows Phone」などのスマートフォン向けにもコンテンツ配信を進めてまいり

ました。

上記取り組みの結果、当事業部門の売上高は72億28百万円（前年同期比11.9％減）、営業利益は11億95

百万円（同2.2％減）となりました。
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（コンシューマ・コンテンツ関連事業）

　自社ブランドによる家庭用ゲーム機向けコンテンツの制作・販売事業では、新作タイトルとして22タイ

トルを発売いたしました。そのうち昨年５月に北米にて発売のWii向け「Help Wanted」は販売本数が伸び

悩み、またニンテンドーDS向け「HUDSON×GReeeeNライブ!?DeeeeS!?」は、本年４月へ発売が延期となった

ため、予定販売本数を下回りました。一方で国内では、定番人気タイトルの最新作として昨年11月に発売し

た、Wii向け「桃太郎電鉄2010　戦国・維新のヒーロー大集合！の巻」がユーザーの支持をいただき、年明

け以降も継続して販売本数を伸ばして好調に推移いたしました。また昨年11月に発売の、Wii向け「メタル

ファイトベイブレード　ガチンコスタジアム」及び昨年12月に発売の、ニンテンドーDS向け「メタルファ

イトベイブレード　爆誕!　サイバーペガシス」についても、人気TVアニメとの相乗効果により販売本数を

伸ばし、順調に推移いたしました。

　ダウンロード事業においては、コンテンツのマルチプラットフォーム展開を進めております。プレイス

テーション・ネットワーク用「Bomberman ULTRA」やWiiウェア向け「Wi-Fi８人バトル ボンバーマン」

「Tetris Party」「ブルーオアシス　魚の癒し空間」、DSiウェア向け「いつでもボンバーマン」等は順調

なダウンロード数で推移いたしました。

　RSD事業（受託制作）においては、市場環境の悪化により受注先での制作見合わせ等があったことで、好

調に推移した前連結会計年度と比べ減収となりました。

上記取り組みの結果、当事業部門の売上高は86億47百万円（前年同期比16.9％減）、営業利益は８億55

百万円（同70.4％減）となりました。

　

（その他事業）

その他事業は、デバッグ受託業務などによるものです。

当事業の売上高は１億64百万円（前年同期比95.4％増）、営業利益は60百万円、（同156.8％増）となりま

した。

　

　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　国内向けにおいては、RSD事業（受託制作）にて、市場環境の悪化により受注先での制作見合わせ等が

あったことにより、減収となりました。またモバイルゲームの「桃太郎電鉄」、「着☆あぷ♪ボンバーマ

ン」などの既存コンテンツは、SNSサイトのソーシャルゲームの人気の影響を受け減収となりました。家庭

用ゲームソフトのうち、Wii向け「桃太郎電鉄2010　戦国・維新のヒーロー大集合！の巻」、同じくWii向け

「メタルファイトベイブレード　ガチンコスタジアム」及びニンテンドーDS向け「メタルファイトベイブ

レード　爆誕!　サイバーペガシス」は順調に推移し、また着うたフルサイト「着信★うた♪フル」の音楽

配信の増収や、原盤事業でのアルバムリリースも順調に推移しプラス面もあったものの、全体として低調

に推移したことにより、減収減益となりました。

　上記取り組みの結果、売上高は144億８百万円（前年同期比15.0％減）、営業利益は18億97百万円（同

49.3％減）となりました。

　

②北米

　北米向けにおいては、家庭用ゲーム機向けコンテンツのWii向け「DECA SPORTS」シリーズが、前作のリ

ピート受注が順調に推移したこともあり、当連結会計年度の売上に貢献いたしました。またダウンロード

事業が順調に推移したことで増収となりました。

　上記取り組みの結果、売上高は21億90百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益は２億18百万円（同

43.4％減）となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ10億75

百万円減少の41億67百万円になりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は82百万円（前年同期比15億49百万円の増加）となりました。主な要因は、

税金等調整前当期純利益９億69百万円に対し売上債権の減少による収入やその他流動負債の減少及び、法

人税等の支払による資金の減少があったことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は１億57百万円（前年同期比44百万円の増加）となりました。主な要因は、

固定資産の取得による支出１億70百万円によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は8億15百万円（前年同期比8億15百万円の増加）となりました。主な要因

は配当金の支払いによるものです。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

区分

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

生産高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連事業 4,164,008 92.8

コンシューマ・コンテンツ関連事業 3,969,283 108.9

その他事業 34,559 57.4

合計 8,167,851 99.7

(注)１．当社グループでは生産活動は行っておりません。したがって、生産実績は製造原価で表示しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2)　仕入実績

区分

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連事業 313,142 42.5

コンシューマ・コンテンツ関連事業 1,896,365 86.6

その他事業 － －

合計 2,209,508 75.5

(注)１．金額は仕入価格によっております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

　

(3)　受注実績

区分

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連事業 133,089 97.7 1,300 5.6

コンシューマ・コンテンツ関連事業 795,452 47.5 174,340 12.5

合計 928,541 51.3 175,640 12.4

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4)　販売実績

区分

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連事業 7,228,323 88.1

コンシューマ・コンテンツ関連事業 8,647,635 83.1

その他事業 164,185 195.4

合計 16,040,144 85.8

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社コナミデジタルエンタテインメ
ント

3,877,075 20.7 4,249,589 26.5

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 3,081,151 16.5 2,639,310 16.5

任天堂株式会社 2,839,308 15.2 1,585,352 9.9

　

３ 【対処すべき課題】

①機動的・多面的なコンテンツ開発

　当社グループは今後もヒットタイトルの創出のために全社をあげて取組んでまいります。スマートフォ

ンや全く新たなプラットフォームが台頭し大きく変容しつつあるデジタルエンタテインメントの環境

で、開発投資が多額で開発期間も長期化するコンテンツの開発はビジネス機会の喪失に繋がりかねませ

ん。当社グループとしては、多彩で魅力的なコンテンツを多くのプラットフォームやチャネルを通じて機

動的に展開して、大きな成果をあげることを目指してまいります。

 

②外部とのコラボレーションをより先鋭化

　前年度に引き続き他社との協業・コラボレーションを推進してまいります。当社グループ単独で取組む

よりも大きな成果や確実性・スピードが期待できる分野においては、他社との協業・コラボレーション

を一層強化して新たな事業を創出いたします。

 

③プロデューサー制の強化

　従来より進めてまいりましたプロデューサー制を更に強化してまいります。一つのタイトルを一人のプ

ロデューサーが一貫して担当する「タイトルプロデューサー制」を徹底して権限の明確化と意思決定の

スピードアップによりヒット作の創出に繋げてまいります。

 

④開発効率の向上と原価低減

　音楽映像事業で大きな成果を収めたシステム改修による顧客の利便性の向上と収益性の改善をモバイ

ルゲーム事業にも拡大して成果をあげつつあります。今後はこれを一層推進して、事業分野を超えたシス

テム改修の相乗効果を追求してまいります。また、ゲーム開発においては「自社エンジン」を強化して開

発効率を改善いたします。

 

⑤マルチプラットフォーム展開

　一つのコンテンツを様々なプラットフォームに展開する、「マルチプラットフォーム」戦略をさらに進め

て、サーバー上の一つのコンテンツに様々なプラットフォームから直接アクセスする「クロスプラット

フォーム」の展開を目指してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼし得るリスクには以下のようなものがあ

ります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断し

たものであります。

　

1)会社の事業全般に関するリスク

イ.　経済情勢の変動

　景気後退等で消費が大幅に低迷する場合、当社の属するエンタテインメント産業に対する需要は大

きく低減する可能性があります。その場合当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。

　

ロ.　為替レートの変動

　当社グループは北米・欧州を中心に販売展開を行い、海外での売上割合は上昇しつつあります。

よって外貨建の売上、原価、費用等は換算時に為替レートの変動があるため、当社グループの業績に

影響を受ける可能性があります。

　

ハ.　関係会社について

・Hudson Entertainment,Inc.について

　当社は米国におけるネットワーク・コンテンツ関連事業及びコンシューマ・コンテンツ関連事業

の推進を図るため、100％子会社であるHudson Entertainment,Inc.を設立しております。両事業にお

いては、米国市場に適合したコンテンツの供給をする必要があり、同社の動向によっては、当社グ

ループの損益、キャッシュ・フローに影響を与える可能性があります。

　

2)会社の個別事業に関するリスク

　

イ.　ネットワーク・コンテンツ関連事業に関するリスク

（モバイルコンテンツに関するリスク）

・システムトラブルリスク

　ネットワーク・コンテンツ関連事業においては、そのサービス提供は通信ネットワークに依存している

ため、自然災害、事故及びテロ等により通信ネットワークが切断された場合には、当事業の業績に影響が生

じる可能性があります。また、当社が有するサーバー群に関しましては、常に正常なサービス供給を旨とし

て万全な監視に努めておりますが、外部からの不正な手段による侵入や攻撃、当社、または契約先の役職員

の過誤等によりサービス提供が中断される可能性があり、このような場合、当事業の業績に影響が生じる

可能性があります。

　

・法規制

　現状、ネットワーク・コンテンツの制作・販売及び配信の分野においては、大きな法規制はありません

が、今後当分野について、何らかの法規制がなされる事態も予想されます。これらの法規制に準拠した対応

を余儀なくされる場合には、当事業の業績に大きな影響が生じる可能性があります。

　

・個人情報の取り扱い

　ネットワーク・コンテンツ関連事業においては、利用者の個人情報を扱う場合があります。当社では、こ

れらのデータがハッキング等により社外へ流出する事がないよう、個人情報管理規程の制定と規程に基づ

く社内管理体制の整備を行っております。しかしながら、万一、個人情報漏洩等の問題が発生した場合に

は、当社への損害賠償請求や信用低下を招き、当事業の業績及び事業展開に大きな影響が生じる可能性が

あります。

　

・特定取引先への依存

　当社は、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモの「iモード」、㈱KDDIの「EZweb」、ソフトバンクモバイル㈱の

「Yahoo！ケータイ」の移動体通信事業者（以下「キャリア」という。）各社にコンテンツを提供してお

りますが、現状では㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモに対する売上比率が、他キャリアに対するそれに比し、高

くなっております。従いまして、特に㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモの方針変更や事業動向は、当事業の事業

戦略及び業績に大きな影響を与える可能性があります。
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・キャリアの課金体制に依存

　当社グループのモバイル事業は、キャリアが提供する「公式コンテンツ」としての審査・認可を受ける

ことにより、利用者からの情報料回収を行っています。現在、この公式メニューでの課金収益が当事業売上

げの大半を占めていることから、今後キャリアの事業方針及びビジネスモデルに変更等がある場合、それ

により当事業の業績に影響を与える可能性があります。

　

・コンテンツの陳腐化

　携帯コンテンツは、技術革新や消費者嗜好の変化の影響を受け易いため、必ずしもライフサイクルが長い

とは言えず、投下資本を回収できない可能性があります。

　

・人気コンテンツへの依存

　当社グループはキャリア向けに複数の有料コンテンツを提供しておりますが、一部のコンテンツに顧客

が集中する傾向は否めません。これらの人気コンテンツに不具合が生じたり、競争環境に変化が生じたり

した場合は、会員数の減少等を招き、当事業の業績に大きな影響が生じる可能性があります。

　

（音楽映像事業に関するリスク）

・ヒット作品およびアーティストの動向

　当社グループが行う原盤事業ビジネスで扱う音楽CD及び配信の販売動向は、ユーザーの嗜好に左右され

る要素が大きいため、ヒット作品に恵まれなかった場合あるいは、人気アーティスト及び新人アーティス

トの人気動向や契約の継続の有無により当事業の業績に影響が生じる可能性があります。

　

・音楽関連商品の過剰在庫リスク

　当社グループは、一部音楽コンテンツに付随する商品の販売も行っております。商品は音楽コンテンツの

販売動向を多面的に調査・検討した上で仕入を行っておりますが、当初予測に反して販売が伸び悩んだ場

合、商品の在庫を過剰に抱える場合があります。その場合商品の陳腐化等により在庫の廃棄が生じ、当事業

の業績に影響が生じる可能性があります。

　

（スマートフォン事業に関するリスク）

・新機種への対応

　モバイル関連技術の急速な進歩により高機能携帯端末（スマートフォン）が相次いで開発され、当社グ

ループもそれら新機種の特長を活かしたコンテンツの制作に積極的に取り組んでおります。しかしなが

ら、当社の開発力が各種スマートフォンが要求するレベルに達しない場合、あるいは対象となるスマート

フォンが市場にて人気を得られなかった場合、予定していた収益が得られないことになり、当事業の事業

戦略及び業績に大きな影響を与える可能性があります。

　

　

ロ.　コンシューマ・コンテンツ関連事業に関するリスク

　

・ヒット作品の有無

　一般的にゲームソフト制作・販売会社は、新製品制作によるヒット作の有無により、当事業の業績が大き

く影響を受ける可能性があります。

　

・家庭用ゲーム機の販売動向

　当社グループは各種家庭用ゲーム機向けにゲームソフトの販売を行っております。新規ゲーム機が市場

で人気を得られなかった場合、あるいは新規ゲーム機の市場投入により既存ゲーム機の需要が低下した場

合、対象ゲーム機向けに供給したゲームソフトの販売台数が落ち込み、当事業の事業戦略及び業績が大き

く影響を受ける可能性があります。

　

・業績の季節的変動

　ゲームの需要は年間を通じて変動があり、一般には年末年始に需要のピークを迎えます。当社グループと

しては、年間を通じて安定した販売を目指すべく発売時期の動向に注意しておりますが、四半期ごとに業

績が大幅に変動する可能性があります。
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・国内市場規模の飽和感

　国内家庭用ゲーム市場においては、少子化やユーザーの生活嗜好の多様化による市場の飽和感は否めな

い状況であり、ヒット作の有無や競合他社の発売動向等により、当事業の業績が大きく変動する可能性が

あります。

　

・海外市場の動向

　当社グループのゲーム販売は、日本以外にも北米、欧州を中心に販売を行っております。海外進出には経

済、政治、法律、文化、ビジネス習慣、競合企業の存在、為替、その他さまざまなカントリーリスク等があり、

当事業の事業戦略及び業績が悪影響を受ける可能性があります。

　

・海外取引の拡大

　当社グループのゲーム販売にて、海外取引が増加するに伴い、取引対象国で適用される税制の解釈の相違

から予期せぬ費用負担が発生する場合、当事業の業績に影響を与える可能性があります。

　

・制作投資リスク

　制作期間中の市場の変化、制作要員確保の可否、技術の革新等、様々な要因に起因する制作中止や計画段

階における制作工程数・期間と実際のそれとの差異等により、制作費の回収が困難となり、当事業の業績

に影響を与える可能性があります。

　

・ゲームソフト制作期間の長期化

　ゲームソフトの制作期間は短いものでも６ヶ月、長いものでは１、２年となっております。制作期間の長

いものが増加した場合には、制作費用の増加と制作費用を回収するまでの期間が長期化する可能性があり

ます。この制作期間の長期化は当社グループのキャッシュ・フローに影響を与える可能性があります。

　

・受注制作

　他社ブランドの家庭用ゲームソフト制作について、契約上定められた納期を遵守できない場合や、発注先

の事業環境の変化により受注したソフトの制作の中止を余儀なくされた場合には、当事業の業績に影響を

与える可能性があります。

　

・ロイヤリティ収益

　当社グループが受託制作したソフトの販売数量は、最終的には発注元の販売力・営業力に大きく左右さ

れるものであります。ロイヤリティ収益の見込める契約において実際の販売数量が当社の予測を下回った

場合、見込んでいたロイヤリティ収益が得られない結果として、当事業の業績に影響を与える可能性があ

ります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

（1）技術受入契約

会社名 相手先の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱ハドソン 任天堂㈱

日本

携帯型テレビ

ゲーム装置「ニ

ンテンドーDS」

用ゲームソフト

携帯型テレビゲーム装置

「ニンテンドーDS」用

ゲームソフトの開発・製

造・販売に関する知的財

産権、商標権、開発ツール、

技術情報及び営業情報の

供与

平成16年12月15日

より1年間、以降1

年ごとの自動更新

（注）

日本

家庭用テレビ

ゲ ー ム 機

「Wii」用ゲー

ムソフト

家庭用テレビゲーム機

「Wii」用ゲームソフトの

開発・製造・販売に関す

る知的財産権、商標権、開

発ツール、技術情報及び営

業情報の供与

平成18年10月2日

より1年間、以降1

年ごとの自動更新

㈱ハドソン

㈱ソニー・コ

ンピュータエ

ンタテインメ

ント

日本

家庭用テレビ

ゲーム装置「プ

レイステーショ

ン2」用ゲーム

ソフト

家庭用テレビゲーム機

「プレイステーション2」

用ゲームソフトの開発・

製造・販売に関する商標

権及び技術情報の供与

平成11年9月7日よ

り平成14年3月31

まで、以降1年ごと

の自動更新（注）

日本

携帯型テレビ

ゲ ー ム 装 置

「PSP」用ゲー

ムソフト

携帯型テレビゲーム機

「PSP」用ゲームソフトの

開発・製造・販売に関す

る商標権及び技術情報の

供与

平成16年11月15日

より平成17年3月

31まで、以降1年ご

と の 自 動 更 新

（注）

日本

家庭用テレビ

ゲーム装置「プ

レイステーショ

ン3」用ゲーム

ソフト

家庭用テレビゲーム機

「プレイステーション3」

用ゲームソフトの開発・

製造・配信・販売に関す

る知的財産権、商標権、開

発ツール及び技術情報の

供与

平成20年4月1日よ

り1年間、以降1年

ごとの自動更新

（注）

㈱ハドソン
Microsoft 

Corporation
米国

家庭用テレビ

ゲ ー ム 機

「Xbox360」用

ゲームソフト

家庭用テレビゲーム機

「Xbox360」用ゲームソフ

トの開発・製造・販売に

関する商標権及び技術情

報の供与

平成17年10月10日

より3年間、以降１

年ごとの自動更新

（注）

㈱ハドソン
㈱エヌ・ティ

・ティドコモ
日本

「iモード」向

けコンテンツ

携帯電話用サービス「i

モード」向けコンテンツ

の配信供与

 

平成13年5月30日

より平成14年3月

31日まで、以降1年

ごとの自動更新

（注）

㈱ハドソン KDDI㈱ 日本
「Ezweb」向け

コンテンツ

携 帯 電 話 用 サ ー ビ ス

「Ezweb」向けコンテンツ

の配信供与

平成17年2月2日よ

り発効

㈱ハドソン
ソフトバンク

モバイル㈱
日本

「Yahoo！ケー

タイ」向けコン

テンツ

携 帯 電 話 用 サ ー ビ ス

「Yahoo！ケータイ」向け

コンテンツの配信供与

平成15年11月28日

より平成16年3月

31日まで、以降半

年ごとの自動更新

（注）

Hudson Entertainment,

Inc.
Apple,Inc.米国

携帯電話端末

「iPhone」向け

コンテンツ

携帯電話端末「iPhone」

向けコンテンツの配信供

与

平成20年7月1日よ

り1年間、以降１年

ごとの契約更新

（注）
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㈱ハドソン Google,Inc.米国

携帯電話端末

「Android」向

けコンテンツ

ウェブサイト「Android 

Market」におけるAndroid

端末向けコンテンツ配信

・販売許諾

平成20年10月17日

より発行

（注）提出日現在において契約を更新しております。
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（2）業務委託契約等

会社名 相手先の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱ハドソン

コナミ㈱

（㈱コナミデ

ジタルエンタ

テインメント

）

日本   売買基本契約

当社が制作、製造する商品を日

本国内で非独占的に配給する

権利の許諾

平成13年9月1日より1

年間、以降1年ごとの

自動更新（注）

（注）提出日現在において契約を更新しております。

 (3)業務提携契約等

会社名 相手先の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱ハドソン
㈱ディー・エ

ヌ・エー
日本

携帯電話向け

ウェブサイト

「モバゲータウ

ン」

携帯電話向けウェブサイト

「モバゲータウン」における

コンテンツ提供協業契約

平成21年1月1日より1

年間、以降1年ごとの

自動更新（注）

（注）提出日現在において契約を更新しております。

　

６ 【研究開発活動】

　当社グループの研究開発活動は、個別のコンテンツ開発に直接には関係しない基礎技術研究のみを狭義の研

究開発と把握しております。当連結会計年度には、主に新型ゲーム機の機能分析及びこれらのゲーム機のため

のコンテンツを制作するために必要な開発ツールの制作のための研究開発を行い、当該活動に係る研究開発

費は８百万円であります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績

　当社グループ（当社及び当社子会社）の当連結会計年度につきましては、RSD事業（受託制作）市場環境

の悪化によるRSD事業（受託制作）の不振、家庭用ゲーム機向けパッケージソフト販売の低調及び自社モバ

イルゲームサイトの課金者数の減少により減収減益となり、売上高及び利益とも前連結会計年度を下回り

ました。

　その結果当連結会計年度の売上高は160億40百万円（前年同期比14.2％減）、営業利益は10億22百万円

（同65.9％減）、経常利益は10億16百万円（同66.3％減）、当期純利益は６億41百万円（同63.2％減）とな

りました。

　各項目の分析については、次のとおりであります。

 

売上高

　売上高は、前連結会計年度（186億92百万円）に比べて26億52百万円(14.2％)減少し、160億40百万円とな

りました。この減少の主な要因は、ネットワーク・コンテンツ関連事業において自社モバイルゲームサイト

課金者数が減少したことや、コンシューマ・コンテンツ関連事業において、市場環境の悪化によるRSD事業

（受託制作）の不振や、家庭用ゲーム機向けパッケージソフトの販売が低調であったことによるものです。

　

売上原価

　売上原価は、前連結会計年度（111億54百万円）に比べて７億63百万円（6.8％）減少し、103億90百万円と

なりました。この減少の主な要因は、ネットワーク・コンテンツ関連事業において、音楽映像事業でのシス

テム改修による運営コストが低減したことや、コンシューマ・コンテンツ関連事業において、家庭用ゲーム

機向けパッケージソフトの受注が減少したことによるものです。

　

販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度（45億36百万円）と比べて89百万円（2.0％）増加し、

46億26百万円となりました。この増加の主な要因は、コンシューマ・コンテンツ関連事業において、家庭用

ゲーム機向けパッケージソフトの主力タイトルの広告販促費が増加したことによるものです。

　

営業利益

　上記の結果、営業利益は、前連結会計年度（30億１百万円）に比べて19億78百万円（65.9％）減少し、10億

22百万円となりました。
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営業外収益

　営業外収益は、前連結会計年度（44百万円）に比べて23百万円（52.7％）減少し、21百万円となりました。

この減少の主な要因は、平成21年３月９日付けにて持分法適用関連会社の全株式を売却したため、持分法に

よる投資利益が当連結会計年度において計上されなかったことや、その他の営業外収益の減少によるもの

です。

　

営業外費用

　営業外費用は、前連結会計年度（30百万円）に比べて２百万円（8.9％）減少し、27百万円となりました。

この減少の主な要因は、その他の営業外費用の減少によるものです。

　

経常利益

　上記の結果、経常利益は、前連結会計年度（30億15百万円）に比べて19億99百万円（66.3％）減少し、10億

16百万円となりました。

　

特別損失

　特別損失は、前連結会計年度（40百万円）に比べて６百万円（15.7％）増加し、46百万円となりました。こ

の増加の主な要因は、事業構造改善引当金繰入額の計上による増加や、減損損失が当連結会計年度において

計上されなかったことなどにより減少したものです。

　

税金等調整前当期純利益

　上記の結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度（30億22百万円）に比べて20億52百万円

（67.9％）減少し、９億69百万円となりました。

　

税効果会計と法人税

　「法人税、住民税及び事業税」、「法人税等調整額」の合計は、前連結会計年度（12億80百万円）に比べて

９億51百万円減少し、３億28百万円となりました。この減少の主な要因は、課税所得の減少に伴い、税金費用

が減少したものです。

　

当期純利益

　上記の結果、当期純利益は、前連結会計年度（17億42百万円）に比べて11億円（63.2％）減少し、６億41百

万円となりました。

　

各事業セグメントの業績分析

①ネットワーク・コンテンツ関連事業

　モバイルゲーム事業は、「桃太郎電鉄」シリーズにおいて、本年度新作５コンテンツを配信し、また総合

ゲームサイト「着☆あぷ♪ボンバーマン」では、コンテンツの充実に努めてまいりましたが、SNSサイトで

のソーシャルゲームの人気が拡大したことにより、前年同期と比べ減収となりました。一方で㈱ディー・エ

ヌ・エーや㈱シーエー・モバイルとの協業によるゲーム配信においては、本年度は「エレメンタルモンス

ター２　雷狼の誇り」「デコデコおしゃれバトル」をはじめ、５コンテンツを公開し、順調に推移しました。

音楽映像事業は、「着信★うた♪フル」が、前年度に実施した配信システムの改修によりユーザーの利便

性が向上した結果、前年同期と比べダウンロード数が増加し好調に推移いたしました。また運営コストが低

減したため利益向上に貢献いたしました。原盤事業については、自社レーベル「HUDSON MUSIC

ENTERTAINMENT」から、LGYankeesの3rdアルバム「MADE IN LGYankees」や人気上昇中の女性アーティスト

“Noa”のフルアルバム「LUCY LOVE-SEASON Ⅱ-」含め12タイトルをリリースし、順調に推移いたしまし

た。また、家庭用カラオケソフト「カラオケJOYSOUND Wii DX」についても、昨年11月の発売以降も継続して

販売本数を伸ばしております。

　新規事業は、スマートフォン向けコンテンツ配信を展開しております。「iPhone」「iPod touch」向けコ

ンテンツ配信については、当連結会計年度末時点で「App Store」でのコンテンツ数は30となりました。そ

のうち本年２月に無料提供した「Catch The Egg」は、北米をはじめ世界18カ国の「App Store」ランキン

グで１位を獲得しました。数十万タイトルを有する「App Store」上で当社コンテンツのゲーム性やクオリ

ティ面がユーザーから高い評価を受けたことは、当社グループの知名度向上に繋がりました。また「Google

ケータイ」や「Windows Phone」などのスマートフォン向けにもコンテンツ配信を進めてまいりました。

　上記取り組みの結果、当事業部門の当連結会計年度の売上高は、72億28百万円（前年同期比11.9％減）、営

業利益は11億95百万円（同2.2％減）となりました。
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②コンシューマ・コンテンツ関連事業

　自社ブランドによる家庭用ゲーム機向けコンテンツの制作・販売事業では、新作タイトルとして22タイト

ルを発売いたしました。そのうち昨年５月に北米にて発売のWii向け「Help Wanted」は販売本数が伸び悩

み、またニンテンドーDS向け「HUDSON×GReeeeNライブ!?DeeeeS!?」は、本年４月へ発売が延期となったた

め、予定販売本数を下回りました。一方で国内では、定番人気タイトルの最新作として昨年11月に発売した、

Wii向け「桃太郎電鉄2010　戦国・維新のヒーロー大集合！の巻」がユーザーの支持をいただき、年明け以

降も継続して販売本数を伸ばして好調に推移いたしました。また昨年11月に発売の、Wii向け「メタルファ

イトベイブレード　ガチンコスタジアム」及び昨年12月に発売の、ニンテンドーDS向け「メタルファイトベ

イブレード　爆誕!　サイバーペガシス」についても、人気TVアニメとの相乗効果により販売本数を伸ばし、

順調に推移いたしました。

　ダウンロード事業においては、コンテンツのマルチプラットフォーム展開を進めております。プレイステー

ション・ネットワーク用「Bomberman ULTRA」やWiiウェア向け「Wi-Fi８人バトル ボンバーマン」

「Tetris Party」「ブルーオアシス　魚の癒し空間」、DSiウェア向け「いつでもボンバーマン」等は順調

なダウンロード数で推移いたしました。

　RSD事業（受託制作）においては、市場環境の悪化により受注先での制作見合わせ等があったことで、好調

に推移した前連結会計年度と比べ減収となりました。

　上記取り組みの結果、当事業部門の当連結会計年度の売上高は、86億47百万円（前年同期比16.9％減）と

なり、営業利益は８億55百万円（同70.4％減）となりました。

③その他事業

　その他事業は、デバッグ受託業務などによるものです。

当事業の当連結会計年度の売上高は、１億64百万円（前年同期比95.4％増）、営業利益は60百万円（同

156.8％増）となりました。

　

(2）財政状態

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（126億41百万円）に比べて12億円（9.5％）減少し、114

億41百万円となりました。

　流動資産は前連結会計年度末（118億41百万円）と比べ14億27百万円（12.1％）減少し、104億13百万円と

なりました。この減少の主な要因は、現金及び預金の減少によるものです。

　固定資産は前連結会計年度末（８億円）に比べて２億27百万円（28.4％）増加し、10億27百万円となりま

した。この増加の主な要因は、繰延税金資産の増加によるものです。

　流動負債は前連結会計年度末（25億７百万円）に比べて10億53百万円（42.0％）減少し、14億53百万円と

なりました。この減少の主な要因は、未払法人税等が減少したことによるものです。

　固定負債は前連結会計年度末（５億40百万円）に比べて40百万円（7.5％）増加し、５億81百万円となりま

した。この増加の主な要因は、退職給付引当金の計上によるものです。

　純資産は前連結会計年度末（95億93百万円）に比べて１億87百万円（2.0％）減少し、94億６百万円となり

ました。この減少な要因は、配当金の支払いにより、利益剰余金が減少したことによるものです。
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(3）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ10億75百

万円減少の41億67百万円になりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は82百万円（前年同期比15億49百万円の増加）となりました。主な要因は、

税金等調整前当期純利益９億69百万円に対し売上債権の減少による収入やその他流動負債の減少及び、法

人税等の支払による資金の減少があったことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は１億57百万円（前年同期比44百万円の増加）となりました。主な要因は、

固定資産の取得による支出１億70百万円によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は８億15百万円（前年同期比８億15百万円の増加）となりました。主な要因

は配当金の支払いによるものです。

　

　以下の文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであり

ます。

　

（キャッシュ・フロー等に重要な影響を与える要因等について）

　当社の経営成績はネットワーク・コンテンツ関連事業の課金者数及びダウンロード数の状況、コンシュー

マ・コンテンツ関連事業におけるヒット作の有無により大きく左右され、当社のキャッシュ・フローの状

況に大きな影響を与えることとなります。また、ゲーム機器及び携帯電話の性能の向上はこれらに用いられ

るコンテンツの開発期間の長期化、開発費用の増加につながり、キャッシュ・フローの減少要因となりま

す。外的要因としては携帯電話、家庭用ゲーム機メーカーの開発動向、同業他社の発売動向等も当社の

キャッシュ・フローに影響を与えます。

　

（翌連結会計年度の重要なキャッシュ・フローの変動要因について）

　新作コンテンツ制作に必要とされる支出につきましては、手許流動資金で賄う予定です。当社グループの

主要事業であるネットワーク・コンテンツや家庭用ゲームソフトは、消費者の嗜好の変化・多様化等によ

るいわゆるヒット作の有無、当社の開発時期の変更及び競業他社の発売動向等により、売上が大きく変動す

る可能性があります。このように営業収入は不確定な要因が存在しますが、平成22年3月31日現在で41億67

百万円の資金を有していることに加え、金融機関との関係も良好に推移していることから大きな流動性リ

スクがあるとは考えておりません。

　

(4）研究開発、特許及びライセンス

　当社グループにおける研究開発については、個別のコンテンツ開発に直接には関係しない基礎技術研究の

みを狭義の研究開発と把握しております。当連結会計年度は、すでに発売された新型ゲーム機の機能分析及

びこれらのゲーム機のためのコンテンツを制作するために必要な開発ツールの制作のための研究開発を行

い、８百万円を計上しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資総額は１億77百万円であり、主なものは本社移転による建物付属設備の

増加や当社のコンテンツ制作及びネットワーク運営に係る工具器具備品等の購入などであります。

　

(1）コンシューマ・コンテンツ関連事業

　コンシューマ・コンテンツ関連事業においては、研究開発能力の維持、向上を目的としてゲームソフト開

発機材等を中心とした38百万円の設備投資を行っております。

　

(2）ネットワーク・コンテンツ関連事業

　ネットワーク・コンテンツ関連事業においては、開発能力向上のため、サーバー・パソコン等の機材購入

により14百万円の設備投資を行っております。

　

(3）その他事業

　その他事業においては、デバック業務円滑化のため、デバックの機器を中心とした０百万円の設備投資を

行っております。

　

(4）全社（共通）

　全社（共通）では、主に管理部門や社内インフラ維持に必要なサーバー・パソコン等の機材購入により

１億23百万円の設備投資を行っております。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は以下のとおりであります。

(1)　提出会社

（平成22年３月31日現在）

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

工具器具

備品

土地

(面積㎡)
その他 合計

東京本社

（東京都港区）

（注2）

ネットワーク・
コンテンツ関連
事業

ネットワーク
ゲームの企画、
開発設備

― 30,146 ― ― 30,146 143

コンシューマ・
コンテンツ関連
事業

ゲームソフト
等の企画、開発
設備

― 12,136 ― ― 12,136 18

全社（共通）
会社統括
業務設備

69,15938,332 ― ― 107,492 56

北海道本社

（札幌市豊平区）

（注2）

ネットワーク・
コンテンツ関連
事業

ネットワーク
ゲームの企画、
開発設備

― 17,034 ― ― 17,034 53

コンシューマ・
コンテンツ関連
事業

ゲームソフト
等の企画、開発
設備

― 22,168 ― ― 22,168 179

全社（共通）
会社統括
業務設備

6,77644,390
0

（330）
768 51,935 24

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　建物の一部を賃借しており、年間賃借料は380,229千円であります。

３　上記のほか、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別セグメ

ントの名称
設備の内容

賃借料又はリース料

（千円）

株式会社ハドソン

本社
（東京都港区）

全社（共通）
サーバ及びデータ
ベースシステムの設
備

1,577

北海道本社
（札幌市豊平区）

全社（共通）
サーバ及びデータ
ベースシステムの設
備

1,012

　

(2)　海外子会社

（平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

工具器具備
品

土地

(面積㎡)
その他 合計

Hudson
Entertainment,
Inc.

米国カリ
フォルニ
ア州

ネットワーク・
コンテンツ関連
事業
コンシューマ・
コンテンツ関連
事業

ネットワー
クゲームの
企画、開発
設備
ゲームソフ
ト 等 の 企
画、開発設
備　

― 37,450 ― 4,14241,593 23

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　建物の一部を賃借しており、年間賃借料は29,162千円であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

　

事業の種類別セグメント

の名称

投資予定金額

（千円）
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

ネットワーク・

コンテンツ関連事業
15,000

インターネットを利用したネットワーク

ゲーム開発及びサービス提供、携帯電話の

コンテンツ開発に伴うパソコン及び機材並

びにサーバー及びネットワークの設備増強

自己資金

コンシューマ・

コンテンツ関連事業
50,000

ゲームコンテンツ制作に伴うパソコン及び

機材、ゲームコンテンツ開発機材並びに

サーバー等設備の購入

自己資金

その他事業 ― ― ―

小計 65,000　 　

全社（共通） 22,000
全社に係るパソコン、社内インフラ設備の

新設及び維持
自己資金

合計 87,000　 　
（注）１　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメントの計画概要は次のとおりであります。

（1）ネットワーク・コンテンツ関連事業のインターネットを利用したネットワークゲームソフトの開発

及びサービス提供、モバイル端末のゲーム制作等の開発投資は、パソコン及び開発機材設備2,000千

円、ネットワーク関連機材13,000千円であります。

（2）コンシューマ・コンテンツ関連事業のゲームソフト開発投資は、パソコン及び機材設備3,000千円、開

発機材設備47,000千円であります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

23/94



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,160,000

計 30,160,000

　

②　【発行済株式】

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年６月23日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 28,821,00028,821,000

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー
マーケット－「ヘラ
クレス」市場）

単元株式数は100株でありま
す。

計 28,821,00028,821,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後の開始事業度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成17年４月27日

（注）１
3,000,00019,214,000717,0005,064,276717,0003,656,643

平成21年４月１日

（注）２
9,607,00028,821,000 ― 5,064,276 ― 3,656,643

（注）１　第三者割当　　発行価格478円　　　資本繰入額　239円　　割当先　コナミ株式会社

２　株式分割（１：1.5）による増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

(人)
－ 8 17 34 36 9 8,9919,095 －

所有株式数

(単元)
－ 17,8176,481161,64116,280 112 84,995287,32688,400

所有株式数
の割合

(％)
－ 6.20 2.25 56.25 5.66 0.03 29.58100.00 －

（注）　自己株式5,056株は、「個人その他」に50単元、「単元未満株式の状況」に56株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所

所有

株式数

(千株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

コナミ株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番２号 15,561 53.99

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 647 2.24

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 519 1.80

バークレイズ　キャピタル　セキュリ

ティーズ　ロンドン　ケイマン　クライア

ンツ

1 CHURCHILL PLACE,LONDON E14 5HP,UNITED

KINGDOM
411 1.42

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 317 1.10

任天堂株式会社 京都府京都市南区上鳥羽鉾立町11番地１ 300 1.04

モルガン　スタンレー　アンド　カンパ
ニー　インターナショナル　ピーエル
シー

25 CABOT SQUARE CANARY W HARF,LONDON
E14 4QA ENGLAND
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号）

262 0.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 188 0.65

ゴールドマンサックスインターナショ
ナル

133 FLEET STREET LONDONEC4A 2BB,U.K168 0.58

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 151 0.52

　　　　　　　　計 　　　　　　　　　― 18,527 64.28
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(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 5,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,727,600 287,276 －

単元未満株式 普通株式 88,400 － －

発行済株式総数 　 28,821,000－ －

総株主の議決権 　 － 287,276 －

　

②　【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社ハドソン
東京都港区赤坂

九丁目７番１号
5,000 － 5,000 0.0

計 ― 5,000 － 5,000 0.0

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条７号に該当する普通株式の取得
　

(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

　

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 4,602 2,681,241

当期間における取得自己株式 200 84,650

※当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式数は含まれておりません。
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(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 5,056 ― 5,256 ―

※当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取及び買増請求による売渡しによる株式数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

　当社グループは、株主に対する利益還元を経営上の重要な課題の一つとして位置付け、経営成績、財務体

質及び将来の事業展開等を勘案した上で、安定的に配当を継続していくことを基本方針といたしておりま

す。

　また、剰余金の配当については中間配当と期末配当の年２回行うことを基本的な方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当及び中間配当ともに取締役会であります。

　なお当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うこと

が出来る旨定款に定めており、かつ会社法第454第５項の規定に基づき、「毎年９月30日を基準日として、

中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

 

　当事業年度については、誠に遺憾ではありますが中間配当１株10円のみとさせていただき、期末配当につ

いては、見送りとさせていただきます。なお次期については業績の見通しを基に、年間配当１株８円（中間

配当にて１株４円、期末配当にて１株４円）を予定しております。今後とも更なる収益力の向上と財務体

質の強化を行い、将来の事業展開へ向けた内部留保の確保も行いつつ、安定した配当を実施できるよう努

めてまいります。

　なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年11月５日

取締役会決議
288,161 10.00

　

４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 999 2,425 2,290 2,170 754

最低(円) 521 683 1,203 564 338

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニューマーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 525 457 493 490 368 418

最低(円) 449 360 397 364 338 356

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニューマーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役
執行役員

社長
石塚　通弘 昭和34年４月21日生

平成７年12月 コナミ株式会社入社

（注3） 11

平成11年８月 株式会社コナミコンピュータエ

ンタテインメント東京代表取締

役社長

平成18年３月 株式会社コナミデジタルエンタ

テインメント執行役員

平成19年10月当社執行役員副社長

平成20年６月 当社代表取締役執行役員社長(現

任)

取締役
執行役員

副社長
樹下　國昭 昭和32年８月６日生

昭和56年４月 コナミ株式会社入社

（注3） 0

平成18年３月 株式会社コナミデジタルエンタ

テインメント執行役員

平成19年５月 当社顧問

平成19年６月 当社取締役執行役員副社長(現

任)

取締役
執行役員

副社長
香月　薫児 昭和33年３月16日生

昭和59年10月当社入社

（注3） 2

平成13年12月当社執行役員モバイル事業本部

本部長

平成16年11月当社執行役員常務

平成19年６月 当社執行役員専務

平成20年６月 当社取締役執行役員副社長(現

任)

取締役 　 五代　友和 昭和14年10月６日生

平成４年５月 コナミ株式会社取締役（現任）

（注3） －
平成18年６月 株式会社マヤテック代表取締役

会長（現任）

平成21年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役 　 増子　繁 昭和19年８月11日生

平成12年10月コナミマーケティング株式会社

監査役

（注4） 0平成18年２月 株式会社インターネットレボ

リューション監査役

平成19年６月 当社監査役(現任)

常勤監査役 　 古川　真一 昭和35年２月18日生

昭和57年４月 コナミ株式会社入社

（注5） 0

平成18年４月 株式会社コナミスポーツ＆ライ

フ業務本部長

平成20年７月 株式会社コナミスポーツ＆ライ

フ営業本部副本部長

平成21年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 荒井　寿光 昭和19年１月10日生

平成８年７月 特許庁長官

（注5） －

平成10年６月 通商産業審議官

平成13年１月 経済産業省顧問

平成13年４月 独立行政法人日本貿易保険　理事

長

平成15年３月 内閣官房・知的財産戦略推進事

務局長

平成19年６月 東京中小企業投資育成株式会社

代表取締役社長（現任）

平成21年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 伊藤　一実 昭和18年３月９日生

平成４年９月 愛知県警察本部長

（注5） －

平成６年７月 警察大学校　校長

平成７年10月 株式会社神戸製鋼所常任顧問

平成20年４月 富士急行株式会社特別顧問（現

任）

平成21年６月 当社監査役（現任）

　 　 計 　 　 　 　 16
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(注) １　取締役　五代友和は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　増子繁、古川真一、荒井寿光及び伊藤一実は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　平成21年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・ガバナン

スの充実を図りながら、環境の変化に対応した意思決定のできる組織体制を構築することを重要な課題

と考えております。

②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

ア．企業統治の体制

＜当社における企業統治の体制とその体制を採用している理由＞

　当社は監査役会設置会社であり、監査役４名全員が社外監査役で構成され、取締役会に出席するとと

もに、原則として毎月監査役会を開催し、監査体制の充実を図っております。

　また当社は執行役員制度を導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能の分担を明確化し、業務執行

体制の強化を通じて、企業経営の更なる活性化を図っております。

　会計監査人はあずさ監査法人を選任し、通常の会計監査に加え、各種助言を受けております。また顧問

契約を締結している税理士及び弁護士からは、状況に応じた助言も受けております。

イ．内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制担当の関係

  内部統制室は、会計監査人及び監査役との連携・調整を図りながら、業務執行の監督に当たっており

ます。

　当社は、監査役体制の強化・充実によるコーポレート・ガバナンスの実効性向上が最も合理的である

と考え、監査役全員が社外監査役で構成され、監督機能が十分発揮できる体制をとっており、監査役機

能を有効活用しながら、内部統制室との連携・調整を図っております。当社は現体制により経営に対す

るガバナンス強化の実現が十分に可能と認識しております。
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＜取締役会＞

　当社は、取締役４名（うち社外取締役１名）で構成され、原則として月１回の定例取締役会を開催し

ております。

　取締役会は、法令や定款で定められた事項や重要な経営事項の決定及び経営戦略の策定並びに各本部

に所属する執行役員等が行う業務執行の監督に当っております。

　当社は、意思決定・監督機能と業務執行機能の分離により、意思決定の迅速化と機動的な業務執行を

図るため、執行役員制度を導入しております。現在執行役員９名のうち、３名が取締役を兼任すること

で、取締役会での意思決定と業務執行との乖離を防止し、効率的な経営体制を維持するよう努めており

ます。

　また、業務執行を行う経営陣から客観的な立場にあり、監督機能の強化のため、取締役４名のうち１名

が社外取締役であります。

＜内部統制システムの整備状況＞

　当社は、取締役会において内部統制システムに関する基本方針（取締役の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制並びにその他会社の業務の適正を確保するための体制等）を定

めております。

　執行役員社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、コンプライアンスに関する体制の整備・

強化を図っております。

＜リスク管理体制の整備状況＞

　当社は、当社におけるリスク管理の全般的推進及びリスク管理に必要な情報の共有のため、執行役員

全員を委員とする内部統制委員会を設けております。

　内部統制委員会は当社グループに顕在化するリスクへの適切な評価、対応を行うほか、リスク低減の

ための体制を適切に整備、運用するものとしております。

　また、リスク管理規程並びにリスク管理マニュアルを定め、社内イントラネットを通じ、役職員全員に

周知を図っております。

＜社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の締結について＞

　社外取締役及び社外監査役は、当社との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額

であります。

＜取締役の定数及び選任決議＞

　当社は、取締役を12名以内とする旨を定款で定めており、また取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うと

定款に定めております。取締役の選任決議については、累積投票によらない旨を定款で定めております。

＜剰余金の配当等の決定機関＞

　当社は、剰余金の配当等を機動的に実施するため、会社法第459条第１項各号に定める事項については、

法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により剰余金の配当等ができる旨の定款に定めて

おります。

＜自己株式取得の決定機関＞

　当社は、機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によっ

て市場取引等により自己株式の取得を可能とする旨を定款に定めております。

＜株主総会の特別決議要件＞

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

ウ．内部監査及び監査役監査

＜内部監査＞

内部統制室と監査役は随時連携を取っており、業務執行に関しての問題点等を発見した場合には連

絡を密にし、問題の解決に当っております。

　監査役監査及び会計監査との相互連携状況につきましては、会計監査の過程で見受けられた内部統制

上の問題点、会計処理上の懸念事項等を監査役会に連絡を行い、また決算終了前に監査役会に対する期

末監査結果報告会を開催し、監査役会は問題点の把握と問題解決への方策を検討し、実施しておりま

す。

＜監査役監査＞

　当社は、監査役会設置会社制度を導入しております。

当社は監査役体制の強化・充実によるコーポレート・ガバナンスの実効性向上が最も合理的であると

考え、監督機能が十分に発揮されるよう監査役は４名全員が社外監査役で構成されております。
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監査役は、取締役会に出席するとともに、監査役会を原則として毎月開催し、監督体制の充実を図っ

ております。

エ．社外取締役及び社外監査役

＜社外取締役＞

　社外取締役１名は当社の親会社であるコナミ株式会社の社外取締役であり、事業法人の経営者として

の豊富な経験・実績、見識を活かし、業務執行の監督機能の確立を図れるものと認識しております。

＜社外監査役＞

　社外監査役のうち２名は常勤監査役として当社の取締役の業務執行の監督に専念しており、また他の

社外監査役２名は他社の代表取締役又は顧問として業務執行を行う経営陣から独立しており、客観的

立場から取締役の業務執行に対する監督に当たれるものと認識しております。

＜社外取締役又は社外監査役の企業統治において果たす機能及び役割＞

　当社は意思決定の迅速化と機動的な業務執行を図るため、執行役員制度を導入しております。

取締役４名のうち３名が執行役員を兼任することで、取締役会での意思決定と業務執行との乖離を防

止し、効率的な経営体制を維持するよう努めておりますが、業務執行を行う経営陣から客観的な立場に

あり、監督機能を強化するため、１名が社外取締役であります。

　また監査役においては、経営陣から独立した立場での監督機能強化を強化するため、４名全員が社外

監査役であります。

　なお、上記社外取締役及び社外監査役との間に特別の利害関係はありません。

オ．会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下の２名であり、あずさ監査法人に所属しておりま

す。

田名部雅文

山根　洋人

　また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他９名であります。

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

③　役員報酬の内容

　取締役及び監査役の報酬等の額

区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別
の総額（百万円） 対象となる役員

の員数（名）
基本報酬

取締役
（社外取締役を除く）

64百万円 64百万円 3

監査役
（社外監査役を除く）

― ― ―

社外役員 41百万円 41百万円 10

合　計 105百万円 105百万円 13

　　　(注) 　社外役員のうち５名は平成21年６月23日開催の定時株主総会においてにて退任いたしております。

④　役員報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員報酬の決定に関する方針を定めており、株主総会において決定された報酬の限度内で、当

社の業績及び従業員給与との均衡を考慮して取締役会で決定されます。

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 38 － 36 －

合計 38 － 36 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　過去の監査実務及び今後予測される監査業務を定量的に見積もり、当社及び会計監査人両者で協議の

上報酬額を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,242,986 4,167,502

売掛金 3,021,460 2,541,033

商品及び製品 37,616 156,282

原材料及び貯蔵品 160,547 273,358

コンテンツ 113,541 112,982

仕掛品 1,552,199 1,581,052

前渡金 440,168 157,764

前払費用 172,592 252,751

繰延税金資産 1,078,697 1,011,171

その他 29,535 169,781

貸倒引当金 △8,123 △10,310

流動資産合計 11,841,221 10,413,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 21,976 111,536

減価償却累計額 △13,487 △35,599

建物及び構築物（純額） 8,488 75,936

工具、器具及び備品 1,503,999 1,472,394

減価償却累計額 △1,264,669 △1,270,735

工具、器具及び備品（純額） 239,329 201,658

その他 0 4,911

有形固定資産合計 247,818 282,506

無形固定資産

その他 75,905 53,777

無形固定資産合計 75,905 53,777

投資その他の資産

投資有価証券 23,968 23,968

繰延税金資産 34,137 255,324

その他 443,753 436,534

貸倒引当金 △25,227 △24,165

投資その他の資産合計 476,630 691,661

固定資産合計 800,354 1,027,945

資産合計 12,641,576 11,441,316
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 94,845 88,347

未払金 896,493 840,735

未払法人税等 1,335,171 342,657

未払消費税等 48,364 58,785

事業構造改善引当金 － 41,375

その他 132,449 81,938

流動負債合計 2,507,324 1,453,842

固定負債

退職給付引当金 540,819 581,423

固定負債合計 540,819 581,423

負債合計 3,048,144 2,035,265

純資産の部

株主資本

資本金 5,064,276 5,064,276

資本剰余金 3,656,643 3,656,643

利益剰余金 937,955 762,516

自己株式 △406 △3,088

株主資本合計 9,658,467 9,480,347

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △65,035 △74,296

評価・換算差額等合計 △65,035 △74,296

純資産合計 9,593,432 9,406,050

負債純資産合計 12,641,576 11,441,316
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 18,692,373 16,040,144

売上原価 ※１
 11,154,176

※１
 10,390,705

売上総利益 7,538,197 5,649,439

販売費及び一般管理費 ※２
 4,536,975

※２
 4,626,662

営業利益 3,001,221 1,022,776

営業外収益

受取利息 628 229

保険配当金 － 2,326

賃貸料収入 18,383 16,500

持分法による投資利益 12,713 －

その他 13,107 2,139

営業外収益合計 44,833 21,195

営業外費用

為替差損 22,205 26,650

その他 8,142 987

営業外費用合計 30,347 27,637

経常利益 3,015,707 1,016,334

特別利益

固定資産売却益 ※3
 258

※3
 －

関係会社株式売却益 24,102 －

貸倒引当金戻入額 22,236 －

その他 350 －

特別利益合計 46,947 －

特別損失

固定資産売却損 ※4
 1,517

※4
 1,095

固定資産除却損 ※5
 4,046

※5
 4,316

減損損失 ※6
 20,799

※6
 －

本社移転費用 ※7
 14,070

※7
 －

事業構造改善引当金繰入額 ※8
 －

※8
 41,375

特別損失合計 40,433 46,788

税金等調整前当期純利益 3,022,221 969,546

法人税、住民税及び事業税 1,508,570 482,112

法人税等調整額 △228,383 △153,661

法人税等合計 1,280,186 328,451

当期純利益 1,742,035 641,095
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,064,276 5,064,276

当期末残高 5,064,276 5,064,276

資本剰余金

前期末残高 3,656,643 3,656,643

当期末残高 3,656,643 3,656,643

利益剰余金

前期末残高 △804,079 937,955

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

当期純利益 1,742,035 641,095

当期変動額合計 1,742,035 △175,438

当期末残高 937,955 762,516

自己株式

前期末残高 △363 △406

当期変動額

自己株式の取得 △42 △2,681

当期変動額合計 △42 △2,681

当期末残高 △406 △3,088

株主資本合計

前期末残高 7,916,475 9,658,467

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

自己株式の取得 △42 △2,681

当期純利益 1,742,035 641,095

当期変動額合計 1,741,992 △178,120

当期末残高 9,658,467 9,480,347

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △748 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

748 －

当期変動額合計 748 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

前期末残高 △65,460 △65,035

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

424 △9,261

当期変動額合計 424 △9,261

当期末残高 △65,035 △74,296

評価・換算差額等合計

前期末残高 △66,209 △65,035

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,173 △9,261
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期変動額合計 1,173 △9,261

当期末残高 △65,035 △74,296

純資産合計

前期末残高 7,850,266 9,593,432

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

自己株式の取得 △42 △2,681

当期純利益 1,742,035 641,095

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,173 △9,261

当期変動額合計 1,743,165 △187,381

当期末残高 9,593,432 9,406,050

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

37/94



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,022,221 969,546

減価償却費 160,441 156,413

減損損失 20,799 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △158,843 1,124

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,922 40,603

事業再構築引当金の増減額（△は減少） △49,644 －

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 41,375

受取利息及び受取配当金 △628 △229

為替差損益（△は益） △40,166 12,470

持分法による投資損益（△は益） △12,713 －

固定資産除売却損 5,563 5,412

関係会社株式売却損益（△は益） △24,102 －

売上債権の増減額（△は増加） 253,545 480,426

たな卸資産の増減額（△は増加） △687,592 △259,771

前払費用の増減額（△は増加） △23,983 △79,274

投資その他の資産の増減額（△は増加） 159,675 △12,523

その他の流動資産の増減額（△は増加） △417,768 143,670

仕入債務の増減額（△は減少） 40,658 △6,497

その他の流動負債の増減額（△は減少） △442,576 △99,979

その他の固定負債の増減額（△は減少） △220 －

その他 △1,530 △17,835

小計 1,835,057 1,374,932

利息及び配当金の受取額 628 231

法人税等の支払額 △369,357 △1,457,840

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,466,328 △82,676

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △58,227 △170,871

有形固定資産の売却による収入 7,119 1,850

無形固定資産の取得による支出 △4,982 △6,142

投資有価証券の売却による収入 70 －

関係会社株式売却による収入 32,568 －

貸付けによる支出 △2,000 △2,000

貸付金の回収による収入 1,039 1,562

敷金の支払いによる支出 △89,010 △207,765

敷金の返還による収入 － 225,548

投資活動によるキャッシュ・フロー △113,424 △157,819

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △42 △2,681

配当金の支払額 － △812,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △42 △815,082

現金及び現金同等物に係る換算差額 41,049 △19,906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,393,910 △1,075,484

現金及び現金同等物の期首残高 3,849,076 5,242,986

現金及び現金同等物の期末残高 5,242,986 4,167,502
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 イ　連結子会社の数　　　　　1社

　　Hudson　Entertainment,Inc.

 
ロ　主要な非連結子会社の名称等

　　該当事項はありません。

 
 

イ　連結子会社の数　　　　　1社

　　Hudson　Entertainment,Inc.

 
ロ　主要な非連結子会社の名称等

　　　　　　　同左

 
 

２　持分法の適用に関する事項 イ　持分法適用の関連会社数　

該当事項はありません。

※持分法適用関連会社でありまし

たジェイビートゥビー株式会社は、

平成21年３月９日付けにて当社が

保有する全株式を売却いたしまし

たので、当連結会計年度末において

持分法適用関連会社ではなくなり

ました。売却時点までの損益につい

ては、連結損益計算書に含まれてお

ります。

イ　持分法適用の関連会社数　

該当事項はありません。

 

　 ロ　持分法を適用していない非連結子

会社

　　該当事項はありません。

 

ロ　持分法を適用していない非連結子

会社

　　　　　　　同左

 
３　連結子会社の事業年度等に関

する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

　　　　　　　同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

イ　有価証券

　　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

 

イ　有価証券

　　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　　　　　同左

 
 
 

　　時価のないもの

　　　　　　　同左

 
　 ロ　デリバティブ

　　時価法

 

ロ　デリバティブ

　　　　　　　同左

 
　 ハ　たな卸資産

（イ）商品・製品・原材料・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算

定）

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業

会計基準第９号）を適用し、商品、製

品、原材料及び貯蔵品の評価方法を、

移動平均法による原価法から移動平

均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）に変更いたしてお

ります。

　なお、この変更による影響は軽微で

あります。

 

ハ　たな卸資産

（イ）商品・製品・原材料・貯蔵品

　　　　　　　同左

 
 
 
　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿

　 （ロ）コンテンツ

個別法による原価法（見込販売

数量による回収可能性に基づく

方法によっている）

見込販売可能期間に基づく定額

法で償却し、売上原価として処

理しております。

 

（ロ）コンテンツ

　　　　　　　同左

 

　 （ハ）仕掛品

個別法による原価法（見込販売

数量による回収可能性に基づく

方法によっている）

 

（ハ）仕掛品

　　　　　　　同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除

く）

　　定率法（但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設

備を除く）について、定額法）

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物及び構築物　　40～50年

　　工具器具備品　　　 4～10年

 

イ　有形固定資産（リース資産を除

く）

　　　　　　　同左

 

　 ロ　無形固定資産

　　定額法

　　なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（３年から５年）に基づく定額

法。

 

ロ　無形固定資産（リース資産を除

く）

　　　　　　　同左

 

　 ハ　リース資産

（イ）所有権移転ファイナンス・

リース取引

自己所有の固定資産に適用す

る減価償却方法と同一の方法

を採用しております

ハ　リース資産

（イ）所有権移転ファイナンス・

リース取引

　　　　　　　同左

 

　 （ロ）所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。なお、平成20

年３月31日以前に契約を行っ

たリース契約につきましては、

通常の賃貸借取引に準じた方

法によっております

 

（ロ）所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　　　　　　　同左

 

　(3) 重要な引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

 

イ　貸倒引当金

　　　　　　　同左

　 ロ　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　　なお、数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理すること

としております。

ロ　退職給付引当金

　　　　　　　同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

　 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

ハ　事業構造改善引当金

　　開発体制、事業体制の強化を目的と

した組織及び要員配置の改善に伴

い発生が見込まれる費用を計上す

るものです。

 
　(4) 重要なヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。

 

イ　ヘッジ会計の方法

　　　　　　　同左

 

　 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段：先物為替予約取引

　　ヘッジ対象：外貨建予定取引

 

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段：同左

　　ヘッジ対象：同左

 
　 ハ　ヘッジ方針

　　内部規程で定めるリスク管理方法

に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。

 

ハ　ヘッジ方針

　　　　　　　同左

　 ニ　ヘッジの有効性評価の方法

　　ヘッジ手段とヘッジ対象における

通貨、期日等の重要な条件が同一で

あり、かつヘッジ期間を通じて変動

相場又はキャッシュ・フロー変動

を相殺していると想定することが

できるため、ヘッジの有効性評価は

省略しております。

 

ニ　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　　　　同左

 

　(5) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 

消費税等の会計処理の方法

　　　　　　　同左

 

５　連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

 

　　　　　　　同左

 

６　連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

 

　　　　　　　同左
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【会計方針の変更】

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた方法に

よっております。

なお、この変更による影響額はありません。

――――――――

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「原材料及び貯蔵品」「コンテンツ」「仕掛品」

に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「た

な卸資産」に含まれる「商品及び製品」「原材料及び

貯蔵品」「コンテンツ」「仕掛品」は、それぞれ

20,102千円、26,162千円、20,838千円、1,109,208千円で

す。

────────

 

　前連結会計年度まで、流動資産「その他」に含めて表

示しておりました「前渡金」は、当連結会計年度にお

いて資産の総額の100分の１を超えたため、区分掲記し

ました。

　なお、前連結会計年度末の「前渡金」は42,982千円で

あります。

────────

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益に区分掲記していた

「保険解約返戻金」（当連結会計年度は834千円）は、

金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益「その

他」に含めております。

────────

──────── 　　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「保険配当金」は当連結会計

年度において、営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記しました。なお、前連結会計年度の営業

外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は

2,239千円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度

（平成21年３月31日）

当連結会計年度

（平成22年３月31日）

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引
銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ
の契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

 

当座貸越限度額 6,300,000千円

借入実行残高 ―

差引額 6,300,000千円

 

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引
銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ
の契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

 

当座貸越限度額 4,000,000千円

借入実行残高 ―

差引額 4,000,000千円

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 132,723千円

 

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 4,105千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　　販売費の主なもの

広告販促費 1,318,945千円

販売手数料 1,180,576千円

給料及び手当 800,073千円

退職給付費用 16,630千円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　　販売費の主なもの

広告販促費 1,473,100千円

販売手数料 1,238,506千円

給料及び手当 743,768千円

退職給付費用 15,638千円

 

※１、２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究
開発費

　 20,855千円

 

※１、２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究
開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,774千円

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

有形固定資産「その他」 258千円

※３　　　　　　―──────

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 1,517千円

 

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

有形固定資産「その他」 1,095千円

 
※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 3,930千円

有形固定資産「その他」 116千円

計 4,046千円

 

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 4,316千円

計 4,316千円
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

※６　減損損失

　当社は当連結会計年度において、以下の資産グルー
プについて減損損失を計上いたしました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 減損損失

本社

東京都港区
廃棄予定
資産

建物及び
構築物

20,799千円

（2）減損損失を認識するに至った経緯

　平成21年５月に本社を移転するに伴い資産計上して
おりました本社設備工事一式は、次年度に廃棄する予
定のため、当連結会計年度において減損損失を認識
し、帳簿価額全額を減額いたしました。

（3）グルーピングの方法

　継続的に損益の把握を行っている単位ごとに資産の
グルーピングを行っております。但し、廃棄予定資産
については、物件毎にグルーピングしております。

（4）回収可能価額の算定方法等

　当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に
よっております。当資産グループの正味売却価額は廃
棄予定のため、残存価額を零として評価しておりま
す。

 

※６　　　　　　　―──────

 

※７　本社移転費用

　本社移転に伴い、現本社オフィスの原状回復及び本社

移転に関わる費用を計上するものです。

 
※８　　　　　　　―──────

 

※７　　　　　　　―──────

 
 

 

※８　事業構造改善引当金繰入額

　開発体制、事業体制の強化を目的とした組織及び要
員配置の改善に伴い発生が見込まれる費用を計上す
るものです。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

（株）

増加

（株）

減少

（株）

当連結会計年度末

（株）

　普通株式 19,214,000 － － 19,214,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

（株）

増加

（株）

減少

（株）

当連結会計年度末

（株）

　普通株式 407 47 － 454

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取による増加47株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 528,372 27.50平成21年３月31日平成21年６月９日

　

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

　普通株式 19,214,000 9,607,000 － 28,821,000

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式の分割による増加9,607,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

　普通株式 454 4,602 － 5,056

（変動事由の概要）

　自己株式数の主な増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成21年５月22日
取締役会

普通株式 528,372 27.50平成21年３月31日平成21年６月９日

平成21年11月５日
取締役会

普通株式 288,161 10.00平成21年９月30日平成21年12月８日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 5,242,986

現金及び現金同等物 5,242,986

 

（千円）

現金及び預金勘定 4,167,502

現金及び現金同等物 4,167,502

 

　 　

　

(リース取引関係)

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、ネットワーク関連事業におけるサー

バー及び全社共有で使用するプリンターでありま

す。

・無形固定資産

　主として、固定資産管理で使用するソフトウェ

アであります。

 
(2)　リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

・有形固定資産

　　　　　　　　　 同左

 
 

・無形固定資産

               同左

 
 

(2)　リース資産の減価償却の方法

同左
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引
（借主側）
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

工具器具備品 33,20429,331 3,873

無形固定資産「そ

の他」
4,058 3,381 676

合計 37,26232,713 4,549

 

　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引
（借主側）
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相

当額

(千円)

減価償却累計

額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

工具器具備品 8,672 7,215 1,457

合計 8,672 7,215 1,457

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年内 3,281千円

1年超 1,573千円

合計 4,855千円

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年内 1,573千円

1年超 ―

合計 1,573千円

 
③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 14,865千円

減価償却費相当額 14,307千円

支払利息相当額 277千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 2,590千円

減価償却費相当額 2,410千円

支払利息相当額 88千円

 
④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑥　減損損失について

　　　リース資産について配分された減損損失はあ

　　りません。

⑥　減損損失について
同左

２　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 
２　オペレーティング・リース取引

（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料

1年内 296,703千円

1年超 1,755,493千円

合計 2,052,196千円
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(金融商品関係)

当連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日）

を適用しております。

　

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による

方針　　です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いませ

ん。なお、当連結会計年度末において借入金や、デリバティブはありません。

　

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの債

権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としています。

また、与信については信用調査会社を利用しリスク低減に取り組んでおります。

なお、営業債務である買掛金並びに未払金は、すべて1年以内の支払期日となっております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注）２

をご参照ください。）。
表1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金及び預金 4,167,502 4,167,502 －

(２) 売掛金 2,541,033 2,541,033 －

資産計 6,708,536 6,708,536 －

(１) 買掛金 88,347 88,347 －

(２) 未払金 840,735 840,735 －

負債計 929,083 929,083 －

　

（注）１　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

(１) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　

負  債

(１) 買掛金、並びに(2) 未払金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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（注）２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 　　　　　　　　　23,968

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、表１には含めておりません。

　

(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

３　時価評価されていない有価証券（平成21年３月31日）

（単位：千円）

内容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券 　

　非上場株式 23,968

合計 23,968

　

当連結会計年度

１　満期保有目的の債券（平成22年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

２　その他有価証券（平成22年３月31日）

（単位：千円）

区分
連結決算日における

連結貸借対照表計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　その他

 

 

23,968

 

 

23,968

 

 

―

小計 23,968 23,968 ―

合計 23,968 23,968 ―

　

３　連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

（１）取引の内容

　当社グループ（当社及び連結子会社）が利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で先物為替予約取引

であります。

　

（２）取引に関する取組方針及び利用目的

　当社グループは、海外からの開発受託代金に係わる為替変動のリスクに備えるため、先物予約取引を行っ

ております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　①ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。先物為替予約取引については、振当処理を採用しておりま

す。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段・・・先物為替予約取引

　　ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

　③ヘッジ方針

　　内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

　④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨、期日等の重要な条件が同一であり、かつヘッジ期間を通じて変動

相場又はキャッシュ・フロー変動を相殺していると想定することができるため、ヘッジの有効性評価は省

略しております。

　

（３）取引に係るリスクの内容

　当社グループが利用しているデリバティブ取引は、為替変動の市場リスクを有しております。

　なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不

履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。

　

（４）取引に係るリスク管理体制

　当社グループでは、デリバティブ取引に関する基本方針、権限及び取引限度額の定めに則り、取引がなされ

ております。

　また、定期的な取引状況の把握及び報告がなされております。

　

（５）「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要 １　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職
一時金制度を設けております。

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職
一時金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △559,714千円退職給付債務 △673,521千円

未認識数理計算上の差異 18,894千円未認識数理計算上の差異 92,097千円

退職給付引当金 △540,819千円退職給付引当金 △581,423千円

（注）退職給付債務の算定に当たっては、特定退職金
　　　共済制度の給付予定額を控除しております。
 

（注）退職給付債務の算定に当たっては、特定退職金
　　　共済制度の給付予定額を控除しております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 45,348千円勤務費用 49,201千円

利息費用 7,857千円利息費用 8,395千円

数理計算上の差異の費用処理額 3,942千円数理計算上の差異の費用処理額 △12千円

退職給付費用 57,148千円退職給付費用 57,584千円

（注）上記の退職給付費用以外に特定退職金共済制度
　　　の掛金21,982千円を支払っております。
 

（注）上記の退職給付費用以外に特定退職金共済制度
　　　の掛金23,509千円を支払っております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5% 割引率 1.5%

数理計算上の差異の処理年数 5年 数理計算上の差異の処理年数 5年
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

前連結会計年度

(平成21年３月31日)

当連結会計年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産）

（1）繰延税金資産（流動）

たな卸資産 1,503,290千円

前払版権料 36,902千円

未払賞与 56,126千円

未払金 40,540千円

未払事業税 98,116千円

その他 21,629千円

小計 1,756,604千円

評価性引当額 △677,377千円

繰延税金資産（流動）合計 1,079,227千円

 
（2）繰延税金資産（固定）

繰越欠損金 49,716千円

貸倒引当金 9,650千円

退職給付引当金 219,248千円

一括償却資産 17,643千円

無形固定資産 5,600千円

投資その他資産 1,540千円

減損損失 9,648千円

その他 7,043千円

小計 320,092千円

評価性引当額 △285,954千円

繰延税金資産（固定）合計 34,137千円

（繰延税金負債）

繰延税金負債（流動）

貸倒引当金 530千円

繰延税金負債（流動）合計 530千円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産）

（1）繰延税金資産（流動）

たな卸資産 1,692,561千円

前払版権料 17,540千円

未払金 27,648千円

未払事業税 27,172千円

事業構造改善引当金 16,773千円

その他 67,071千円

小計 1,848,768千円

評価性引当額 △837,324千円

繰延税金資産（流動）合計 1,011,444千円

 
（2）繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 9,796千円

退職給付引当金 235,709千円

一括償却資産 10,426千円

無形固定資産 6,944千円

その他 4,896千円

小計 267,773千円

評価性引当額 △12,449千円

繰延税金資産（固定）合計 255,324千円

（繰延税金負債）

　繰延税金負債（流動）

貸倒引当金 273千円

繰延税金負債（流動）合計 273千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.5％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.7％

評価性引当額の減額 △1.1％

住民税均等割額 0.3％

過年度修正申告 △0.8％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

42.4％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.5％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.0％

評価性引当額の減額 △11.8％

住民税均等割額 0.8％

過年度法人税 2.7％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

33.9％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　

ネットワーク・
コンテンツ関連

事業

(千円)

コンシューマ
・コンテンツ
関連事業(千
円)

その他事業

(千円)
計
(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売
上高

8,202,90910,405,43484,02918,692,373 － 18,692,373

　(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

　　計 8,202,90910,405,43484,02918,692,373 － 18,692,373

　営業費用 6,980,0047,519,84960,55014,560,4031,130,74715,691,151

　営業利益 1,222,9052,885,58423,4794,131,969（1,130,747）3,001,221

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　 　

　資産 2,179,8794,889,3645,9217,075,1655,566,41012,641,576

　減価償却費 49,679 32,609 515 82,805 77,636160,441

　減損損失 － － － － 20,799 20,799

　資本的支出 25,272 25,168 － 50,440 12,769 63,209

(注) 1.　事業区分の方法

　　　　 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　 2.　各事業の主な製品

(1) ネットワーク・コンテンツ関連事業…① 携帯電話等のモバイル端末向けエンタテインメント・
　 　 コンテンツの制作・販売・受託等
　 ② インターネット上でのオンラインゲーム等のエンタテ
　 　 インメント・コンテンツの制作・販売・受託等
　 ③ 音楽映像コンテンツの制作・配信及び周辺機器の制作
　 　 ・販売、自社音楽レーベル向けの楽曲の制作・提供等
(1) コンシューマ・コンテンツ関連事業…① 自社ブランドによる家庭用ゲームソフト及び周辺機器
　 　 の制作・販売、玩具等の開発・販売、版権許諾等
　 ② 他社ブランドの家庭用ゲームソフトの制作受託等
　 ③ 最新テクノロジーの研究・技術開発（Ｒ＆Ｄ）事業、
　 　 家庭用ゲーム機向け開発支援システム・ツール・半導
　 　 体等の開発・販売等
(3) その他事業………………………………上記事業に属さない製・商品の開発・販売、版権許諾等

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門にか

かる費用であり、前連結会計年度は1,118,726千円、当連結会計年度は1,130,747千円であります。

4.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期

投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、前連結会計年度は4,406,646千円、当連結会計年度

は5,566,410千円であります。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　

ネットワーク
・コンテンツ
関連事業

(千円)

コンシューマ
・コンテンツ
関連事業(千
円)

その他事業

(千円)
計
(千円)

消去又は

全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

7,228,3238,647,635164,18516,040,144 － 16,040,144

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － －

　　計 7,228,3238,647,635164,18516,040,144 － 16,040,144

　営業費用 6,032,7327,792,109103,89913,928,7421,088,62515,017,367

　営業利益 1,195,590855,52560,2862,111,402（1,088,625）1,022,776

Ⅱ　資産、減価償却費及び資
本的支出

　 　 　 　 　 　

　資産 2,103,4524,369,2835,4776,478,2134,963,10211,441,316

　減価償却費 45,617 36,299 1,072 82,988 73,424156,413

　減損損失 － － － － － －

　資本的支出 14,792 38,934 208 53,934 123,079177,014

　

(注) 1.　事業区分の方法

　　　　 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　 2.　各事業の主な製品

(1) ネットワーク・コンテンツ関連事業…① 携帯電話等のモバイル端末向けエンタテインメント・
　 　 コンテンツの制作・販売・受託等
　 ② インターネット上でのオンラインゲーム等のエンタテ
　 　 インメント・コンテンツの制作・販売・受託等
　 ③ 音楽映像コンテンツの制作・配信及び周辺機器の制作
　 　 ・販売、自社音楽レーベル向けの楽曲の制作・提供等
(2) コンシューマ・コンテンツ関連事業…① 自社ブランドによる家庭用ゲームソフト及び周辺機器
　 　 の制作・販売、玩具等の開発・販売、版権許諾等
　 ② 他社ブランドの家庭用ゲームソフトの制作受託等
　 ③ 最新テクノロジーの研究・技術開発（Ｒ＆Ｄ）事業、
　 　 家庭用ゲーム機向け開発支援システム・ツールの開発
　 　 ・販売等
(3) その他事業………………………………上記事業に属さない製・商品の開発・販売、版権許諾等

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門にか

かる費用であり、前連結会計年度は1,130,747千円、当連結会計年度は1,088,625千円であります。

4.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期

投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、前連結会計年度は5,566,410千円、当連結会計年度

は4,963,102千円であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
日本

(千円)

北米

(千円)

計

(千円)

消去

又は全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

16,735,3261,957,04718,692,373 － 18,692,373

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

206,055 49,761 255,817(255,817) －

　　計 16,941,3812,006,80818,948,190(255,817)18,692,373

　営業費用 13,199,1191,621,14214,820,261870,88915,691,151

　営業利益 3,742,262385,6664,127,928(1,126,706)3,001,221

Ⅱ　資産 7,227,918715,5247,943,4434,698,13312,641,576

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する国又は主な地域は次の通りであります。

北米……アメリカ合衆国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門に

係る費用1,130,747千円であります。

４　消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用および全社資産の主なものは、「事業の種類別セグメント情

報」「（注）４」と同一であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
日本

(千円)

北米

(千円)

計

(千円)

消去

又は全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

14,125,8091,914,33416,040,144 － 16,040,144

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

282,785 276,570 559,355(559,355) －

　　計 14,408,5942,190,90516,599,500(559,355)16,040,144

　営業費用 12,510,9341,972,66314,483,598533,76915,017,367

　営業利益 1,897,660218,2412,115,902(1,093,125)1,022,776

Ⅱ　資産 7,434,599888,0318,322,6313,118,68511,441,316

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する国又は主な地域は次の通りであります。

北米……アメリカ合衆国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門に

係る費用1,088,625千円であります。

４　消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用および全社資産の主なものは、「事業の種類別セグメント情

報」「（注）４」と同一であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,448,3311,672,02114,363 261 5,134,977

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 18,692,373

Ⅲ　連結売上高に占める海
外売上高の割合（％）

18.4 8.9 0.1 0.0 27.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……アメリカ合衆国

(2) 欧州……ドイツ連邦共和国、フランス共和国、ギリシャ共和国、グレートブリテン及び北アイルランド連合

共和国（イギリス）

(3) アジア…中華人民共和国、大韓民国、シンガポール共和国

(4) その他…オーストラリア連邦

３　海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,385,397999,387 12,085 588 3,397,459

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 16,040,144

Ⅲ　連結売上高に占める海
外売上高の割合（％）

14.9 6.2 0.1 0.0 21.2

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……アメリカ合衆国

(2) 欧州……ドイツ連邦共和国、オランダ王国、ギリシャ共和国、グレートブリテン及び北アイルランド連合共

和国（イギリス）、イタリア共和国

(3) アジア…中華人民共和国、大韓民国、台湾

(4) その他…イスラエル国、オーストラリア連邦

３　海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第11号 

平成18年10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、「連結財務諸表提出会社の子会社」が開示対象に追加されておりま

す。

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　（イ）連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割
合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

㈱コナミ
デジタル
エンタテ
インメン
ト

東京都
港区

千円

26,000,000
総合エンタテ
インメント業

―
当社製品の
販売等及び
開発委託

当社製品の
販売

3,877,075売掛金 271,424

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment,
Inc

米国カ
リフォ
ルニア
州

千ドル

23,870

北米におけ
る家庭用コ
ンピュータ
ソフトウェ
アの販売及
び制作

―
当社製品の
販売等及び
開発委託

開発受託 284,317売掛金 50,000

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment Gm

bH

ドイツ
共和国

フラン
クフル
ト市

千ユーロ

5,113

オンライン
ゲーム、家庭
用ゲームソフ
ト、携帯電話
向けコンテン
ツ、音楽・映
像ソフト、書
籍・雑誌等の
企画、制作、製
造及び販売 

―
当社製品の
販売等及び
開発委託

当社製品の
販売

1,568,166売掛金 574,486

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） 1.　製品の販売に関しては、市場価格を参考に価格を決定しております。

2.　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　（イ）連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
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　（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment，

Inc.

米国カ
リフォ
ルニア
州

千ドル

23,870

北米におけ
る家庭用コ
ンピュータ
ソフトウェ
アの販売及
び制作

―
当社製品の
販売等及び
開発委託

当社製品の
販売

1,110,734売掛金 253,810

　（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

コナミ株式会社（東京証券取引所第一部、ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所、シ

　　　　　　　　ンガポール証券取引所に上場）

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　（イ）連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割
合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

㈱コナミ
デジタル
エンタテ
インメン
ト

東京都
港区

千円

26,000,000
総合エンタテ
インメント業

―
当社製品の
販売等

当社製品の
販売

4,249,589売掛金 443,141

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment,
Inc

米国カ
リフォ
ルニア
州

千ドル

23,870
総合エンタテ
インメント業

―
当社製品の
販売等及び
開発受託

開発受託 138,500売掛金 ―

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment Gm

bH

ドイツ
共和国

フラン
クフル
ト市

千ユーロ

5,113
総合エンタテ
インメント業

―
当社製品の
販売等

当社製品の
販売

801,058売掛金 120,616

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） 1.　製品の販売に関しては、市場価格を参考に価格を決定しております。

2.　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　（イ）連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

Konami

Digital

Entertai

nment，

Inc.

米国カ
リフォ
ルニア
州

千ドル

23,870

総合エンタ

テインメン

ト業

―
当社製品の
販売等

当社製品の
販売

1,057,247売掛金 354,365

　（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

コナミ株式会社（東京証券取引所第一部、ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所に上

　　　　　　　　場）
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(１株当たり情報)

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 499円31銭

１株当たり当期純利益金額 90円67銭

　

１株当たり純資産額 326円42銭

１株当たり当期純利益金額 22円25銭

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

同左

(注)１.　当社は、平成21年４月１日付にて普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。当該株式分割が前期首
に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は332円87銭、１株当たり当期純利益
金額は60円44銭です。　

(注)２.　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 1,742,035 641,095

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 1,742,035 641,095

　普通株式の期中平均株式数（株） 19,213,584 28,816,831
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(重要な後発事象)

前連結会計年度

(自平成20年４月１日

至平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

（株式分割）

　平成21年２月27日開催の取締役会において、株式の

分割に関し、以下の通り決議しております。

 
１.株式分割の目的

　株式分割により、株式１株当たりの投資金額を引

き下げ、株式の流動化の向上及び投資家層の拡大を

図ることを目的としております。

 
２.株式分割の概要

（1）株式分割の方法

　平成21年３月31日の株主名簿に記録された株主の

所有株式数を、１株につき1.5株の割合をもって分

割いたします。

 
（2）株式分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式総数　19,214千株

今回の分割により増加する株式数　 9,607千株

株式分割後の当社発行済株式総数　28,821千株

株式分割後の発行可能株式総数　　30,160千株

 
３.株式分割の日程

株式分割基準日 平成21年３月31日

効力発生日 平成21年４月１日

 
４.その他

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の、前連結会計年度における１株当たり情報及び当

該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合の

当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞ

れ以下の通りであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

272.39 332.87

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

100.71 60.44

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

――――――――

 

　

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

62/94



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

①当連結会計年度終了後の状況

特記事項はありません。

②当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　 （自　平成21年４月１日 （自　平成21年７月１日 （自　平成21年10月１日（自　平成22年１月１日

　  至　平成21年６月30日） 至　平成21年９月30日） 至　平成21年12月31日） 至　平成22年３月31日）

売上高（千円） 4,058,859 3,488,638 4,763,052 3,729,593

税金等調整前四半
期純利益又は税金
等調整前四半期純
損失(△)（千円）

619,988 96,705 517,479 △264,626

四半期純利益金額

（千円）
343,180 71,176 223,612 3,125

１株当たり四半期
純利益金額（円）

11.91 2.47 7.76 0.11

③訴訟

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

63/94



２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,853,481 4,037,689

売掛金 ※1
 2,946,450

※1
 2,302,186

商品及び製品 37,616 156,282

原材料及び貯蔵品 160,547 273,358

コンテンツ 114,287 125,821

仕掛品 1,541,024 1,544,205

前渡金 406,050 98,814

前払費用 147,708 205,658

未収入金 18,593 160,666

関係会社短期貸付金 98,230 －

繰延税金資産 1,079,227 1,011,444

その他 20,270 9,115

貸倒引当金 △8,555 △6,807

流動資産合計 11,414,932 9,918,436

固定資産

有形固定資産

建物 21,976 111,536

減価償却累計額 △13,487 △35,599

建物（純額） 8,488 75,936

工具、器具及び備品 1,459,721 1,414,557

減価償却累計額 △1,252,124 △1,250,348

工具、器具及び備品（純額） 207,596 164,208

その他 0 768

有形固定資産合計 216,085 240,913

無形固定資産

ソフトウエア 70,611 50,137

その他 2,478 2,418

無形固定資産合計 73,090 52,556

投資その他の資産

投資有価証券 23,968 23,968

関係会社株式 584,232 584,232

従業員に対する長期貸付金 9,600 9,525

敷金保証金 386,030 386,302

長期未収入金 9,405 8,405

繰延税金資産 34,137 255,324

その他 32,699 26,546

貸倒引当金 △25,227 △24,165

投資その他の資産合計 1,054,845 1,270,138

固定資産合計 1,344,020 1,563,607

資産合計 12,758,953 11,482,043
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 21,055 28,845

未払金 899,678 854,410

未払法人税等 1,335,171 309,775

未払消費税等 48,364 58,785

未払費用 15,624 12,987

前受金 44,394 20,422

預り金 21,504 20,223

事業構造改善引当金 － 41,375

その他 14,095 17,579

流動負債合計 2,399,887 1,364,406

固定負債

退職給付引当金 540,819 581,423

固定負債合計 540,819 581,423

負債合計 2,940,707 1,945,830

純資産の部

株主資本

資本金 5,064,276 5,064,276

資本剰余金

資本準備金 3,656,643 3,656,643

資本剰余金合計 3,656,643 3,656,643

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 1,005,000 1,005,000

繰越利益剰余金 92,733 △186,617

利益剰余金合計 1,097,733 818,382

自己株式 △406 △3,088

株主資本合計 9,818,245 9,536,213

純資産合計 9,818,245 9,536,213

負債純資産合計 12,758,953 11,482,043
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 15,157,755 13,388,738

商品売上高 169,226 65,014

ロイヤリティ収入 1,614,399 954,841

売上高合計 16,941,381 14,408,594

売上原価

製・商品売上原価

期首製・商品たな卸高 20,102 37,616

当期製・商品仕入高 2,473,301 1,913,018

当期製品製造原価 ※３
 8,001,805

※３
 7,972,145

合計 10,495,210 9,922,780

期末製・商品たな卸高 37,616 156,282

製・商品売上原価 10,457,593 9,766,497

売上原価合計 ※1
 10,457,593

※1
 9,766,497

売上総利益 6,483,787 4,642,097

販売費及び一般管理費

役員報酬 105,027 105,545

給料手当 631,578 592,617

賞与 39,937 －

退職給付費用 16,630 15,638

広告販促費 1,302,673 1,297,345

販売手数料 826,483 893,383

減価償却費 36,458 39,004

賃借料 84,126 98,747

支払手数料 223,211 200,847

研究開発費 ※３
 20,612

※３
 8,774

その他 585,532 580,308

販売費及び一般管理費合計 3,872,273 3,832,212

営業利益 2,611,514 809,884

営業外収益

受取利息 ※２
 7,612

※２
 977

保険配当金 － 2,326

賃貸料収入 18,383 16,500

その他 4,077 2,249

営業外収益合計 30,072 22,053

営業外費用

為替差損 14,040 15,516

その他 4,520 562

営業外費用合計 18,560 16,078

経常利益 2,623,026 815,858
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※４
 258

※４
 －

関係会社株式売却益 32,567 －

貸倒引当金戻入額 27,359 2,811

その他 350 －

特別利益合計 60,536 2,811

特別損失

固定資産売却損 ※５
 1,517

※５
 －

固定資産除却損 ※６
 2,255

※６
 3,494

減損損失 ※７
 20,799

※７
 －

本社移転費用 ※８
 14,070

※８
 －

事業構造改善引当金繰入額 ※９
 －

※９
 41,375

特別損失合計 38,641 44,870

税引前当期純利益 2,644,921 773,799

法人税、住民税及び事業税 1,499,631 390,020

法人税等調整額 △228,028 △153,403

法人税等合計 1,271,602 236,616

当期純利益 1,373,318 537,183
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

Ⅰ労務費 　 2,523,50627.4 2,446,31228.1

Ⅱ経費 　 　 　 　 　

　外注加工費 　 4,986,202　 4,646,702　

　減価償却費 　 114,213　 104,289　

　その他 　 1,584,180　 1,507,162　

　経費計 　 6,684,59672.6 6,258,15571.9

　　　当期総製造費用 　 9,208,102100.0 8,704,467100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 　 1,103,124　 1,541,024　

合計 　 10,311,226　 10,245,491　

　　　期末仕掛品棚卸高 　 1,541,024　 1,544,205　

　　　他勘定振替高 　 768,397　 729,140　

　　　当期製品製造原価 　 8,001,805　 7,972,145　

　 　 　 　 　 　

　

（注） １原価計算の方法は、個別原価計算制度を採用しております。

　
２他勘定振替高は729,140千円であり、その内訳はコンテンツへの振替682,203千円、販売費及び一般管理費
への振替46,936千円であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,064,276 5,064,276

当期末残高 5,064,276 5,064,276

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,656,643 3,656,643

当期末残高 3,656,643 3,656,643

資本剰余金合計

前期末残高 3,656,643 3,656,643

当期末残高 3,656,643 3,656,643

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,005,000 1,005,000

当期末残高 1,005,000 1,005,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,280,585 92,733

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

当期純利益 1,373,318 537,183

当期変動額合計 1,373,318 △279,350

当期末残高 92,733 △186,617

利益剰余金合計

前期末残高 △275,585 1,097,733

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

当期純利益 1,373,318 537,183

当期変動額合計 1,373,318 △279,350

当期末残高 1,097,733 818,382

自己株式

前期末残高 △363 △406

当期変動額

自己株式の取得 △42 △2,681

当期変動額合計 △42 △2,681

当期末残高 △406 △3,088

株主資本合計

前期末残高 8,444,970 9,818,245

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

自己株式の取得 △42 △2,681

当期純利益 1,373,318 537,183

当期変動額合計 1,373,275 △282,032

当期末残高 9,818,245 9,536,213

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

69/94



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △748 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

748 －

当期変動額合計 748 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △748 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

748 －

当期変動額合計 748 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 8,444,221 9,818,245

当期変動額

剰余金の配当 － △816,533

自己株式の取得 △42 △2,681

当期純利益 1,373,318 537,183

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 748 －

当期変動額合計 1,374,024 △282,032

当期末残高 9,818,245 9,536,213
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【重要な会計方針】

項目

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（1）子会社株式及び関連会社株式

同左

（2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 
 
 

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

（1）デリバティブ

時価法

 

（1）デリバティブ

時価法

 
３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

（1）商品・製品・原材料・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法）

（会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成18年７月５日　企業会計基準

第９号）を適用し、商品、製品、原材料

及び貯蔵品の評価方法を移動平均法に

よる原価法から移動平均法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）に

変更いたしております。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。

（1）商品・製品・原材料・貯蔵品

同左

 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿

　 （2）コンテンツ

個別法による原価法（見込販売数

量による回収可能性に基づく方法

によっている）

　なお、コンテンツにおいては、見

込販売可能期間に基づく定額法で

償却し、売上原価として処理して

おります。

（2）コンテンツ

同左

 

　 （3）仕掛品

個別法による原価法（見込販売数

量による回収可能性に基づく方法

によっている）

 

（3）仕掛品

同左
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項目

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法（但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付属

設備を除く）について、定額法）

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　　　40～50年

工具器具備品　　　 4～10年

（1）有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 
 
 
 
 
 
 

　 （2）無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法

　なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（３年から５年）に基づく定額

法。

（2）無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 

　 （3）リース資産

（イ）所有権移転ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用す

る減価償却方法と同一の方法

を採用しております。

（3）リース資産

（イ）所有権移転ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

同左

 

　 （ロ）所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。なお、平成20年３月

31日以前に契約を行ったリース

契約につきましては、通常の賃

貸借取引に準じた方法によって

おります。

（ロ）所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

同左

 

５　引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

（1）貸倒引当金

同左

 

　 （2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度における退職給付債

務の見込額に基づき計上しており

ます。

なお、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとして

おります。

（2）退職給付引当金

同左

　 ───────（3）事業構造改善引当金

開発体制、事業体制の強化を目的とし

た組織及び要員配置の改善に伴い発

生が見込まれる費用を計上するもの

です。
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項目

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。

（1）ヘッジ会計の方法

同左

 
　 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：先物為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建予定取引

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 
　 （3）ヘッジ方針

内部規程で定めるリスク管理方

法に基づき、為替変動リスクをヘッ

ジしております。

（3）ヘッジ方針

同左

 

　 （4）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象におけ

る通貨、期日等の重要な条件が同一

であり、かつヘッジ期間を通じて変

動相場又はキャッシュ・フロー変

動を相殺していると想定すること

ができるため、ヘッジの有効性評価

は省略しております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

 

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左

　

【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の

売買取引に係る会計処理によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた方法に

よっております。

　なお、この変更による影響額はありません。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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【表示方法の変更】

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

（貸借対照表）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前事業年度において「商品」「製品」「原材料」

として掲記されたものは、当事業年度から「商品及び

製品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の「商品及び製品」「原材料及び

貯蔵品」は、それぞれ20,102千円、26,162千円です。

────────

 

（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益に区分掲記していた「保

険解約返戻金」（当事業年度は834千円）は、金額的重

要性が乏しくなったため、営業外収益「その他」に含

めております。

（損益計算書）

────────

 

────────

 
 

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「保険配当金」は当事業年度におい

て、営業外収益の100分の10を超えたため、区分掲記し

ました。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に

含まれる「保険配当金」は2,239千円であります。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度

(平成21年３月31日)

当事業年度

(平成22年３月31日)

※１　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい
る関係会社に対するものは次の通りであります。

売掛金 397,855千円

　 　

 

※１　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい
る関係会社に対するものは次の通りであります。

売掛金 262,042千円

　 　

 

※　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引
銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ
の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

 

当座貸越限度額 6,300,000千円

借入実行残高 ―

差引額 6,300,000千円

 

※　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引
銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ
の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

 

当座貸越限度額 4,000,000千円

借入実行残高 ―

差引額 4,000,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 132,723千円

 

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 4,105千円

 
※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 6,983千円

 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 745千円

 
※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

　 20,612千円

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

　 8,774千円

　 　

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

有形固定資産「その他」 258千円

　 　

 

※４　　　　　　─────────

　 　

　 　

 
※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 1,517千円

 

※５　　　　　　─────────

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 2,138千円

有形固定資産「その他」 116千円

計 2,255千円

　 　

 

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 3,494千円

計 3,494千円

 

※７　減損損失

　当社は当事業年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 減損損失

本社

東京都港区
廃棄予定
資産

建物 20,799千円

（2）減損損失を認識するに至った経緯

　平成21年５月に本社を移転するに伴い資産計上して
おりました本社設備工事一式は、次年度に廃棄する予
定のため、当事業年度において減損損失を認識し、帳
簿価額全額を減額いたしました。

（3）グルーピングの方法

　継続的に損益の把握を行っている単位ごとに資産の
グルーピングを行っております。但し、廃棄予定資産
については、物件毎にグルーピングしております。

（4）回収可能価額の算定方法等

　当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に
よっております。当資産グループの正味売却価額は廃
棄予定のため、残存価額を零として評価しておりま
す。

※７　　　　　　────────
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前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

※８　本社移転費用

　本社移転に伴い、前本社オフィスの現状回復及び本
社移転に関わる費用を計上するものです。

 

※８　　　　　　────────

 

 

※９　　　　　　────────

 
※９　事業構造改善引当金繰入額

　開発体制、事業体制の強化を目的とした組織及び要
員配置の改善に伴い発生が見込まれる費用を計上す
るものです。

 

 

 

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

株式数(株)

当事業年度増加

株式数(株)

当事業年度減少

株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

　普通株式 407 47 － 454

　合計 407 47 － 454

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加47株は、単元未満株式の買取による増加47株であります。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

株式数(株)

当事業年度増加

株式数(株)

当事業年度減少

株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

　普通株式 454 4,602 － 5,056

　合計 454 4,602 － 5,056

（注）自己株式数の主な増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、ネットワーク関連事業におけるサー

バー及び全社共有で使用するプリンターでありま

す。

・無形固定資産

　主として、固定資産管理で使用するソフトウェ

アであります。

 
(2)　リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

・有形固定資産

同左

 
 

・無形固定資産

同左

 
 

(2)　リース資産の減価償却の方法

同左
 
 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相

当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

工具器具備品 33,20429,331 3,873

無形固定資産「そ

の他」
4,058 3,381 676

合計 37,26232,713 4,549

 

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

取得価額相

当額

 
(千円)

減価償却累計

額

相当額

(千円)

期末残高相

当額

 
(千円)

工具器具備品 8,672 7,215 1,457

合計 8,672 7,215 1,457

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年内 3,281千円

1年超 1,573千円

合計 4,855千円

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年内 1,573千円

1年超 ―

合計 1,573千円

 
③　支払リース料、減価償却費相当額、及び支払利息

相当額

支払リース料 14,865千円

減価償却費相当額 14,307千円

支払利息相当額 277千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額、及び支払利息

相当額

支払リース料 2,590千円

減価償却費相当額 2,410千円

支払利息相当額 88千円

 
④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 

⑤　利息相当額の算定方法
同左

⑥　減損損失について

　リース資産について配分された減損損失はあ

りません。

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 
２　オペレーティング・リース取引

（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料

1年内 296,703千円

1年超 1,755,493千円

合計 2,052,196千円

 

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成21年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度（平成22年３月31日現在）

　（追加情報）

　当事業年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

　

子会社株式及び関連会社株式
（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 584,232 584,232 －

関連会社株式 － － －

合計 584,232 584,232 －

（注）上記については、市場価格がありません。したがって時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであります。
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(税効果会計関係)

前事業年度

(平成21年３月31日)

当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産）
（1）繰延税金資産（流動）

たな卸資産 1,503,290千円

前払版権料 36,902千円

未払賞与 56,126千円

未払金 40,540千円

未払事業税 98,116千円

その他 13,136千円

小計 1,748,111千円

評価性引当額 △668,884千円

繰延税金資産（流動）合計 1,079,227千円

 
（2）繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 9,650千円

退職給付引当金 219,248千円

一括償却資産 17,643千円

無形固定資産 5,600千円

減損損失 9,648千円

その他 8,583千円

小計 270,375千円

評価性引当額 △236,238千円

繰延税金資産（固定）合計 34,137千円

 
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産）
（1）繰延税金資産（流動）

たな卸資産 1,692,561千円

前払版権料 17,540千円

未払金 10,726千円

未払事業税 27,172千円

事業構造改善引当金 16,773千円

その他 57,106千円

小計 1,821,881千円

評価性引当額 △810,437千円

繰延税金資産（流動）合計 1,011,444千円

 
（2）繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 9,796千円

退職給付引当金 235,709千円

一括償却資産 10,426千円

無形固定資産 6,944千円

その他 4,896千円

小計 267,773千円

評価性引当額 △12,449千円

繰延税金資産（固定）合計 255,324千円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.5％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.0％

評価性引当額 4.5％

住民税均等割額 0.3％

過年度修正申告 0.9％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

48.1％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.5％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.0％

評価性引当額の減額 △10.6％

住民税均等割額 1.0％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

30.6％
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(１株当たり情報)

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 511円01銭

１株当たり当期純利益金額 71円48銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

１株当たり純資産額 330円94銭

１株当たり当期純利益金額 18円64銭

同左
 
 

(注)１.　当社は、平成21年４月１日付にて普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合における前事業年度末の１株当たり純資産額は340円76銭、１株当たり当期純利益

金額は47円65銭です。　

(注)２.　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 1,373,318 537,183

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 1,373,318 537,183

　普通株式の期中平均株式数（株） 19,213,584 28,816,831
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(重要な後発事象)

前事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

（株式分割）

　平成21年２月27日開催の取締役会において、株式の

分割に関し、以下の通り決議しております。

 
１.株式分割の目的

　株式分割により、株式１株当たりの投資金額を引

き下げ、株式の流動化の向上及び投資家層の拡大を

図ることを目的としております。

 
２.株式分割の概要

（1）株式分割の方法

平成21年３月31日の株主名簿に記録された株主の

所有株式数を、１株につき1.5株の割合をもって分

割いたします。

 
（2）株式分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式総数　19,214千株

今回の分割により増加する株式数　 9,607千株

株式分割後の当社発行済株式総数　28,821千株

株式分割後の発行可能株式総数　　30,160千株

 
３.株式分割の日程

株式分割基準日 平成21年３月31日

効力発生日 平成21年４月１日

 
４.その他

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の、前事業年度における１株当たり情報及び当該株

式分割が当期首に行われたと仮定した場合の当事業

年度における１株当たり情報は、それぞれ以下の通

りであります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

292.99 340.67

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

114.08 47.65

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

有価証券報告書

81/94



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を

省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額

(千円)

当期償却額

(千円)

差引当期末

残高

(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 21,97689,560 － 111,53635,59922,38775,936

　工具器具備品 1,459,72153,34998,5131,414,5571,250,34893,243164,208

　その他 0 2,050 － 2,050 1,281 1,281 768

　有形固定資産計 1,481,697144,95998,5131,528,1431,287,229116,912240,913

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 271,2105,847 － 277,057226,92026,32250,137

　その他 3,308 － － 3,308 889 59 2,418

　無形固定資産計 274,5185,847 － 280,365227,80926,38152,556

長期前払費用 2,045 1,113 990 2,169 － － 2,169

繰延資産 － － － － － － －

　

（注）１ 当期増加額の主な内容は以下のとおりであります。 　

　 　 建物 本社移転による建物付属設備の増加 88,442千円

　 　 工具器具備品 パソコン及びサーバーの購入 52,967千円

　 ２ 当期減少額の主な内容は以下のとおりであります。 　

　 　 工具器具備品 パソコン及びサーバーの除却 94,278千円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(目的使用)

(千円)

当期減少額

(その他)

(千円)

当期末残高

(千円)

貸倒引当金 33,783 5,807 － 8,618 30,972

事業構造改善引当金 － 41,375 － － 41,375

　

(注)貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額及び回収によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 673

預金 　

　普通預金 4,037,015

計 4,037,015

合計 4,037,689

　

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 625,039

株式会社コナミデジタルエンタテインメント 443,141

Hudson Entertainment，Inc. 262,042

任天堂株式会社 239,602

KDDI株式会社 153,707

Konami Digital Entertainment GmbH 120,616

その他 458,037

合計 2,302,186

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

(C)

─────

(A) ＋ (B)

 

× 100

(A) ＋ (D)

─────

２

──────

(B)

─────

365

2,946,45015,040,72915,684,9922,302,186 87.2 63.69

（注）上記金額には消費税等が含まれております。

　

ハ　商品及び製品

区分 金額（千円）

ネットワーク・コンテンツ関連事業　 3,676

コンシューマ・コンテンツ関連事業 152,606

合計 156,282

　

ニ　原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

家庭用ゲームソフト同梱品等 273,358

合計 273,358
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ホ　コンテンツ

区分 金額（千円）

ネットワーク・コンテンツ関連事業 107,582

コンシューマ・コンテンツ関連事業 18,238

合計 125,821

　

へ　仕掛品

区分 金額（千円）

ネットワーク・コンテンツ関連事業 161,317

コンシューマ・コンテンツ関連事業 1,382,879

その他事業 9

合計 1,544,205

　

ト　関係会社株式

区分 金額（千円）

Hudson Entertainment,Inc. 584,232

合計 584,232

　

チ　繰延税金資産

　繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で1,266,768千円であり、その内訳については、「２財

務諸表等　（1）財務諸表　注記事項（税効果会計）」に記載しております。

　

②　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

ユニバーサルミュージック合同会社 15,456

株式会社ソニー・ミュージックコミュニケーションズ 7,814

任天堂株式会社 2,491

株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメント 1,786

その他 1,296

合計 28,845

　

ロ　未払金

外注版権料 450,048

経費 404,362

合計 854,410
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(3) 【その他】

①決算日後の状況

特記事項はありません。

②訴訟

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年毎決算日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行㈱　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行㈱

取次所 中央三井信託銀行㈱　全国各支店

日本証券代行㈱　本店、全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告、ただし、やむを得ない事由により電子公告ができない場合は

日本経済新聞

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第37期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)　平成21年６月23日関東財務局長に提出

(2)　内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月23日関東財務局長に提出

(3)　四半期報告書及び確認書

第38期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月14日関東財務局長に提出

第38期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月13日関東財務局長に提出

第38期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)　平成22年２月12日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月23日

株式会社ハドソン

取締役会　御中

　

あずさ監査法人 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田 名 部　　雅　　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　根　　洋　　人　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハドソンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ハドソン及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ハドソン

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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当監査法人は、株式会社ハドソンが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しており

ます。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月23日

株式会社ハドソン

取締役会　御中

　

あずさ監査法人 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田 名 部　　雅　　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　根　　洋　　人　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハドソンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ハドソン及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ハドソン

の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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当監査法人は、株式会社ハドソンが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しており

ます。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月23日

株式会社ハドソン

取締役会　御中

　

あずさ監査法人 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田 名 部　　雅　　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　根　　洋　　人　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハドソンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ハドソンの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月23日

株式会社ハドソン

取締役会　御中

　

あずさ監査法人 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田 名 部　　雅　　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　根　　洋　　人　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハドソンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第38期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ハドソンの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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